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１．はじめに

(1) 2050年カーボンニュートラルに向けた電源構成 （世界）

出典：IEA：Net Zero Roadmap A Global Pathway to Keep the 1.5 ℃ Goal in Reach 2023 Update

IEA（International Energy Agency）のNZE2050シナリオ（2050年までにエネルギー部門からの二酸化炭素排
出量が実質ゼロになるシナリオ)では、2030年までに電源構成は太陽光発電と風力発電が電力部門の脱炭素
化をリードし、原子力やその他の低排出電源で補完されることを想定している。
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１．はじめに

出典：経産省、「2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」

(2) 2050年カーボンニュートラルに向けた電源構成 （日本）

我が国においては、2030年度の温室効果ガス46％の削減に向け、再生可能エネルギーの導入が目指されて
いる。
再生可能エネルギーの導入量は合計3,360～3,530億kWh程度であり、このうち洋上風力は170億kWhとなっ
ている。
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１．はじめに

出典：総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会洋上風力促進ワーキング
グループ 交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会 合同会議（第24回）「これまでの洋上風力政策の進捗」

(3) 都道府県条例・港湾法に基づく海域占用許可

条例や港湾法に基づき小規模な洋上風力発電の導入が進展している（条例5区域、港湾5区域）。
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１．はじめに

(4) 洋上風力の促進区域

2023年10月3日に新たに2区域（青森県沖日本海(南側)、山形県遊佐町沖）を促進区域に指定され、公募が
開始された。

出典：総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会洋上風力促進ワーキング
グループ 交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会 合同会議（第24回）「これまでの洋上風力政策の進捗」
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１．はじめに

出典：エネルギー・金属鉱物資源機構 「令和６年度セントラル方式による調査計画（概要）」

(5) セントラル方式に向けた取り組み

「日本版セントラル方式」の一環 として、エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が担い手となり、
洋上風力発電事業の検討に必要な調査を実施している。 事業者は、この調査結果を用いて事業計画の検討
を行う。
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１．はじめに

(5) セントラル方式に向けた取り組み -調査項目-

発電設備の基本設計に必要となる風況・海底地盤に関する調査データを取得するために、各種の観測機器
を用いたサイト調査を実施している。

出典：エネルギー・金属鉱物資源機構 「令和６年度セントラル方式による調査計画（概要）」
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２．これまでの建設事例と課題

2.1 洋上風力発電の意義と現状
2.2 響灘実証機 -風況観測を中心として-
2.3 五島市沖洋上風力発電 -波浪観測を中心として
2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として
2.5 まとめ
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2.1 洋上風力発電の意義と現状

政府は洋上風力の産業競争力強化に向けた基本戦略として、2030年までに10GW、2040年までに30～45GWの意
欲的な目標を設定した。

洋上風力産業ビジョン（第1次）に示された通り、洋上風力発電は、①大量導入、②コスト低減、③経済波及効
果が期待される。

現在、洋上風力産業の多くが国外に立地しているが、日本にも潜在力のあるサプライヤーは存在している。

出典：国土交通省及び経済産業省、洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会、洋上風力産業ビジョン（第1次）概要（令和2年12月15日）より
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2.1 洋上風力発電の意義と現状

洋上風力発電事業の開発に関しては、個社の努力分野である競争領域と、それ以外の非競争領域に大別で
きる。本委員会では、非競争領域として風況観測、気象・海象観測および環境アセスメントに焦点を当て、
これまでの建設事例から見た洋上風力発電事業の現状について整理した。

出典：洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、
洋上風力の産業競争力強化に向けた技術開発ロードマップ（案） （2021年4月１日資料）より
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2.2 響灘実証機 -風況観測を中心として-

洋上風況観測塔（ 年 月設置）
• 水深 ：約
• 離岸距離約 ：
• 海面高さ ：
• 風車との距離：
• 構造 ：鋼管トラス構造
（支持構造物は重力・ジャケットハイブリット方式を採用）

観測計器は海面から ～ までの 層に設置
• 風向 風速計（三杯型風速計・矢羽根式風向計）
• 鉛直ライダー
• 超音波式風速計
• 温度計、湿度計、気圧計
• 海象計

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の受託研究として、「洋上風況 観測シ
ステム実証研究（北九州市沖）」を電源開発（株）にて実施した。
響灘沖合の洋上にて、平均風速、風向、乱流強度、ウインドシア、風-波同時生起性、ウエイク、統合解析
システムの開発を目的に洋上風況観測塔を設置した。

(1) 響灘実証機の概要

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、平成21年度～平成28年度成果報告書 風力等自然エネルギー技術研究開
発 洋上風力発電等技術研究開発 洋上風況観測システム実証研究（北九州市沖）（１／２）、20190000000055（2019年3月）より
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2.2 響灘実証機 -風況観測を中心として-

(2) 響灘実証機から見る観測塔建設に於ける課題・建設コスト

観測機器情報

風況観測塔導入コスト： 億円
（建設費、維持管理費、研究費を含む実証研究受託額）

観測塔建設の課題
• 観測塔の設置コストが高い。
• 建築基準法に基づく性能評価、大臣認定、工作物確認が必要である。
• 基礎構造物の地盤調査が工期、コスト増加につながる。
• 大規模洋上ウインドファームの場合、沖合に多数の観測塔を設置することとなり、コスト増加につながる。

法制度ほか技術面費用面
• ウインドファーム認証ではタワー高さの
2/3以上の計測が必要であるが、風車大型
化に伴い、ハードルが上がる。(下回る場合
は複数高度より推定）

• 風況データを最低でも１年以上の風況観測
が一般的、長期観測は事業者の負担増とな
る。

• 荷重の種類に応じて各部位の許容値を満足
する様に設計が必要である。

• 観測塔の共用年数は20年とされる。

• 設置箇所の地質条件によるが、岩盤削孔に
膨大な費用と工期(実証機10ヶ月)がかかる。

• 海上での工事は波浪の影響により工事時期
が限られ、工期が長期化し、コスト増加に
つながる。

• 調査地点の気象・海象条件の調査にも費用
と工期がかかる。

出典：新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）、平成21年度～平成
28年度成果報告書 風力等自然エ

ネルギー技術研究開発 洋上風力
発電等技術研究開発 洋上風況観
測システム実証研究（北九州市沖）
（１／２）、20190000000055（2019
年3月）より
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2.2 響灘実証機 -風況観測を中心として-

2019年~2022年9月の期間において、スキャニングライダ
ーの精度調査を実施中

2021年11月19日 第43回風力エネルギー利用シンポジウ
ム「むつ小川原サイトにおけるスキャニングライダー実
験」にてデュアルスキャニングライダーの計測精度につい
て報告（途中経過）された。

長期検証においてシステムの運転状況および気象条件によ
りデータ取得率が変動するが、10分平均風速及び風向の計
測精度につていは基準を満足していた。乱流強度もデータ
取得率の違いを考慮した場合でもマストデータと大差ない
ことが報告された。

デュアルスキャニングライダーの構成として、むつ小川原サイトで校正されたスキャニングライダー2基に
加え、鉛直ライダー1基、陸上気象マスト1基にて計測される。
風況観測塔の代わりにデュアルスキャニングライダーを採用することで、風況観測の導入コストを15億円
から数億円（1/5~1/10程度）とすることが可能であり、洋上風力発電の低コスト化に繋がる。

デュアルスキャニングライダー

数億円スキャニングライダー

数千万円気象マスト

数千万円鉛直ライダー

数億円合計

風況観測塔

億円風況観測塔（建設費、維持管理費、
研究費含む実証研究受託額）

億円合計

(3) デュアルスキャニングライダー

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、洋上
風力観測ガイドブック（2023年3月）より
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2.3 五島市沖洋上風力発電 -波浪観測を中心として-

ブイ式：リアルタイムでの計測が可能。電池寿命1年程度であることに加え、海上に浮遊しているため、破
損の可能性がある。コストは買い取り価格で1,000万円程度である。

着底式：50m以深では精度が低下するため、リアルタイムでの計測は困難である。コストは1,300万円程度
である。

レーダー式：戸田建設にて試験中。波高は0~60mを1㎝の精度で測定可能であり、波向きや形が測定できる
点が大きな利点である。コストは800万円程度。ただし、電波法により届出と免許が必要であり、導入のハ
ードルとなっている。

(1) 波浪観測：波浪計（ブイ式、着底式、レーダー式）

波浪観測機器の例

ブイ式波浪計

着底式波浪計

着底式波浪
計

マーキングブイマーキングブイ

データ変換器

アンカー

中間ブイ

レーダー式波浪計

出典：Nortek HP
https://www.nortekgro
up.com/products/signa
ture-vm-ocean
（参照2025/12/5）

出典：Datawell BV HP
https://datawell.nl/prod
ucts/directional-
waverider-mkiii/
（参照2025/12/5）

出典：Radac HP, 
https://www.radac.nl/waveguide-direction/
（参照2025/12/5）

出典：株式会社ソニック「TU-300カタログ」
https://u-sonic.co.jp/web-catalog/HTML5/pc.html#/page/80 （参照2025/12/5）
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2.3 五島市沖洋上風力発電 -波浪観測を中心として-

レーダー式着底式ブイ式

• 設置や計測に水中作業は不要
• ブイや着底式と比較して軽量
• リアルタイムにデータを取得可能
• 電源は外部電源
• 水深に制限なし

• 流況を計測可能
• 電源は外部電源、内臓バッテリー

• リアルタイムにデータを取得可能
• 電源は内臓バッテリー、太陽電池
• 水深の制限なし

特徴

• ネットワーク
• メモリー

• 通信ケーブル
• メモリー
• ネットワーク

• ネットワーク
• メモリー

データ処理

• 日本の電波法に適合していない
• 水深に制限あり
• リアルタイムデータ取得に空中まで

の配線が必要

• 船舶衝突による破損の可能性あり
• 荒天時にリアルタイムデータの取

得が困難

課題

(a) レーダー式採用の目的
リアルタイムの波高測定値を船の運航判断に利用できないか検討中である。今後の浮体洋上におけるO&M
ではリアルタイム測定が可能なレーダー式が必要と思案した。

(2) 波浪計の特徴（ブイ式、着底式、レーダー式）
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2.3 五島市沖洋上風力発電 -波浪観測を中心として-

(3) 波浪計（レーダー式）
レーダー式レーダー式

（ノルウェー）（日本）（アメリカ）（オランダ）名称

https://www.ipros.com/product/detail/2000586740/
（参照2025/12/5）

https://www.u-sonic.co.jp/product/category/detail/sid:9a6192c5-
cd94-11e9-b11b-9ca3ba0232db/pid:a631aad2-050a-11ea-bcc9-
ae9f117a2f7b （参照2025/12/5）

https://www.geolux-radars.com/product/lx-80/
（参照2025/12/5）

https://www.radac.nl/waveguide-direction/
（参照 2025/12/5）

参照元

外観

メモリー、オンラインアナログ信号：電圧または温度、デジタル信号メモリーデジタル信号ネットワークデータ取得

サンプリン
グレート

（精度： ）精度±波高測定

秒（精度： 秒）カタログ等記載無しカタログ等記載無し秒 精度 ミリ秒波周期測定

カタログ等記載無しカタログ等記載無しカタログ等記載無し精度±波向き

カタログ等記載無しカタログ等記載無しカタログ等記載無し×流況

消費電力 未満、標準消費電力レーダー部 基 コントローラ電源

制限なし制限なし制限なし制限なし対応水深

幅 高さ 奥行 、直径 高さ幅 高さ 奥行 、直径 高さ 、機器寸法、
重量

カタログ等記載無しカタログ等記載無しカタログ等記載無し万円費用

・メンテナンスコストが低い。
・ ディスプレイなどクラウドサービスが多い。

・設置や計測に水中作業を必要としない。・設置や計測に水中作業を必要としない。
・消費電力が低い。

・空中線電力が と低い。（電波法による設
置の際に届け出を必要とする空中戦電力は ）
・小型かつ軽量である。
・メンテナンスを必要としない。

特徴

・送受波器設置点より より下は測定不可・周波数帯が広く、日本の電波法に適合してい
ないため、免許が必要（ 年毎更新）

課題
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2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-

調査項目
1. 海底地形
2. 流向・流速
3. 水中騒音
4. 鳥類
5. 底生生物
6. 魚介類（漁業生物）
7. 海棲哺乳類
8. 藻場（海藻藻類）
9. 景観
10.電波障害

(1) 銚子沖実証事業での
調査項目および調査時期

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、

着床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関す
る基礎資料（最終版）、2018 より
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2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-

(2) 調査時の留意点：
海棲哺乳類（スナメリ）、景観

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、着

床式洋上風力発電の環境影響評価手法に関する
基礎資料（最終版）、2018 より
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2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-

出典：環境影響評価の対象となる風力発電所の規模の検討の経緯について ～風力発電所の環境アセスメント～
第１回 再生可能エネルギーの適正な導入に向けた環境影響評価のあり方に関する検討会（2021年1月21日、環境省）より

再エネ海域利用法では、改正温対法に見られる配慮書手続の省略といったアセス法の特例措置は規定され
ていない。

事業者は公募で選定された後、アセス法による環境アセスメントの実施を求められるが、事業者が公募選
定後を見越して公募選定前の早い段階から配慮書手続を実施しているのが実態であり、環境アセスメント
の手続が再エネ海域利用法の手続とは別に進められるため、複数の事業者が同じ海域で同時に環境影響評
価手続を行うなど類似・重複の常態化による非効率性等が指摘されている。これを踏まえ、環境省・経済
産業省の下、環境アセスメントの迅速化検討が進められる。

(3) 風力発電所の環境アセスメントの迅速化
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2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-

出典：環境影響評価の対象となる風力発電所の規模の検討の経緯について ～風力発電所の環境アセスメント～
第１回 再生可能エネルギーの適正な導入に向けた環境影響評価のあり方に関する検討会（2021年1月21日、環境省）より

環境調査を前倒しして、他のアセスメント手続きと並行して進める前倒環境調査の手法など、平成29年度
に迅速化手法のガイドがまとめられ、事業者による期間短縮の方法論を具体化。平均して3～4年程度とさ
れた環境アセスメントが平均で約30ヶ月に短縮された。

(4) 環境アセスメントの期間短縮の実例



土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会 洋上風力分科会
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査 -概要版-，2026 24

2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、環境アセスメント迅速化手法のガイド より

洋上風力発電事業の適地となる促進区域を指定、公募による事業者選定を行う再エネ海域利用法と環境影
響評価法は独立しており、選定された事業者は法に基づき環境アセスメントを実施する必要がある。

事業者は洋上風力発電事業の迅速化に向けて、事業者選定前までに配慮書・方法書まで実施する傾向にあ
る。
現況調査については、期間・費用が高額（数億円程度）であることもあり、事業者選定後に実施される。
洋上風力発電事業に於いて、環境アセスメントをどこまで短縮できるかが今後の課題となる。

(5) 再エネ海域利用法と環境アセスメント
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2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-

関係省庁および大学機関にて環境影響評価制度に関する最適な在り方について協議が行われている。
複数事業者による同一海域での環境影響評価の回避と迅速化が望まれる。

(6) 洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会（2021.7～）

出典：洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会、参考資料5、
令和４年度洋上風力発電の環境評価制度の諸課題に関する検討会取りまとめ(概要)、令和５年７月31日
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2.4 銚子沖洋上風力発電所 -環境アセスメントを中心として-

洋上風力発電の環境アセスメントの方向性として、環境省による新たな制度案が検討されている。

(6) 洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会（2021.7～）

-

出典：洋上風力発電の環境影響評価制度の最適な在り方に関する検討会、参考資料5、
令和４年度洋上風力発電の環境評価制度の諸課題に関する検討会取りまとめ(概要) 、令和５年７月31日
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2.5 まとめ

風況、波浪観測の低コスト化、高効率化や環境アセスメント期間の短縮は洋上風力の導入を促進し、更な
る大量導入、コスト低減、経済波及効果に寄与するものと考えられる。
現在は、実証機導入時期と比較すると、技術面、制度・法の設備が進み、政府による導入目標である2040
年までに30~45GWの案件形成に向けて状況が加速している。

一方で、政府の導入目標達成にはサプライチェーン形成、港湾インフラの整備、系統インフラの整備、
EEZ（排他的経済水域）への拡大、浮体式導入、低コスト化、次世代技術開発など課題も多い。

政府が掲げる導入目標を達成するには、先行する海外での取組を参考としつつ、風況観測や気象海象、環
境アセスメントに代表される非競争領域において洋上風力市場全体による協力が不可欠であると考えられ
る。
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３．国内の洋上風力建設にかかわる現状 -建設技術を中心とし
て-

3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-
3.2 着床式：SEP 船の規格・基準の整備、施工方法
3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法
3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサ

ブ式）の課題と解決の方向性について
3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム）-効率的

な施工方法、コスト削減方法-
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(1) 波浪荷重、津波荷重条件の設定 -波浪-

（a）風波とうねりの混合波浪のスペクトルモデルに関する研究 （種本ら、2016）
洋上風車の設計においては、有義波と有義波周期から得られる波浪スペクトルモデルによる波の時系列を
入力値として、時刻歴応答解析を実施し、風車及びその基礎に作用する荷重を評価する。
風と波の結合確率分布の平均値の関係を用いて 風波とうねりを考慮した混合スぺクトルモデルが提案され
ている。
福島沖浮体式洋上風力発電実証研究サイトにて、実測スペクトルとの検証が行われている。

我が国の洋上風力施設設計において、太平洋側で用いるスペクトルとして標準的なものになると考えられ
る。

（b）風と波の結合確率論分布モデルに関する研究 （種本ら、2015）
10年分の波浪シミュレーションによる予測値を分析し、風速の関数として有義波高と有義波周期の平均、

標準偏差、出現頻度及び有義波高と有義波周期の相関をモデル化することにより、風速、波高及び波周期
の結合確率分布モデルを提案が提案されている。
NEDO銚子沖洋上風力発電設備における1年間の風速、有義波高及び有義波周期の観測値と比較検証が行わ
れている。

（c）日本海側の洋上風車に対応した風と波の長期結合確率分布モデル （田中ら、2019）
(b)で示した種本・石原の風と波を考慮した長期結合確率分布モデル（風波とうねりを考慮）について、日
本海側の響灘で適用する際のパラメータ設定とモデルの改良について記したものである。
種本・石原モデルを、さらに他の海域に用いる際にも参考となると思われる。
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(1) 波浪荷重、津波荷重条件の設定 -津波-

（d）海岸保全基本計画 （都道府県が策定する）
全国91の沿岸に対して「海岸保全基本計画」が策定されており、都道府県によってはこの「海岸保全基本
計画」に設計津波水位を記載している。

設計津波水位の記載例

出典：「秋田沿岸海岸保全計画（秋田県）」から抜粋

出典：国土交通省、海岸保全基本方針・海岸保全基本計画
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(2) 地盤条件及びその他条件の設定 -地盤（工学的基盤）-

（a）洋上風力発電設備建設に係る地盤リスク低減を考慮した地盤調査に関する一考察 （野口ら、2021）
洋上風力発電事業の企画立案に際しては、既往資料を基に対象エリアの海底面状況・海底面下の土層構成
を推定し、エリア全体の地盤特性を把握する。その後、当該エリアでの事業性が見込まれた後、海底面状
況を把握する1次調査、詳細な土層構成・工学的基盤面を把握する2次調査、風車建設地点における詳細な3
次調査を行う流れとなる。

（b）洋上風力発電設備に係る海底地盤の調査及び評価の手引き （沿岸技術研究センター、海洋調査協会、2022）
工学的基盤面を把握するための現地調査項目として手法とその手法によって得られる情報が以下のように
示されている。
・ボーリング調査による標準貫入試験、PS検層→土層構成、工学的基盤面、□□深度分布
・CPT調査によるPS検層→土層構成、工学的基盤面、□□深度分布
・海底微動アレイ探査→工学的基盤面、□□深度分布

洋上風力発電設備に係る海底地盤調査において実施する主要な照査項目、調査フロー、設計で必要となる
地盤定数とその地盤定数を入手するための試験方法が示されている。

（c）令和５年度セントラル方式による調査計画（概要） （エネルギー・金属鉱物資源機構、2023）
［岩宇・南後志地区沖調査概要］の中で、既に実施されているNEDO地盤調査結果に基づき、
・工学的基盤面を確認するためのボーリング調査
・貫入試験（SPT/CPT）※ボーリング本数は複数孔を予定
・音波探査を海域の一部で実施

と示されており、SPTとCPTの相関および音波探査（微動アレイ？）などを行うことが示されている。
海底地盤調査の実施項目と取り纏めについて一覧が示されている。
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(2) 地盤条件及びその他条件の設定 -地盤（調査）-

（d）風力発電と地形・地質（その1：概要および洋上風力発電） （環境地質研究部会、2021）
洋上風力発電施設の海底地形・地質調査の内容については、着床式の技術指針4)、6)で推奨内容が示され
ている。また、港湾の施設の技術上の基準・同解説（日本港湾協会，2018）を参考とすることができると
されている。

（e）着床式洋上風力発電導入ガイドブック(最終版) （NEDO、2018）
調査地点、調査間隔および地盤調査の深度は、設置予定点の推定される地盤状況および風車規模、支持構
造物の種類に応じて決定する。地質柱状図の既往調査資料がない場合には、ボーリング調査（図Ⅲ.3.3-3；
SEP船からコアサンプラーを垂下して行う）を実施する。地盤の状況に応じて原位置試験（標準貫入試験,
透水試験等）、室内試験（土粒子の密度試験、圧縮試験等）、貫入試験を行い、支持力・沈下特性ならび
に基礎工事の施工に必要な地盤の性質を求める。
また、改正建築基準法の施行に伴い、孔内水平載荷試験、PS検層等時刻歴応答解析を行うための調査も行
う。 海底土質調査に関してIEC61400-3の12.15では、調査にあたっては1箇所以上のボーリング調査と室内
土質試験の実施が必要で、基礎ごとの土質調査が望まれるとしている。
日本では N値による設計法が一般的であるが、欧州では CPT（Cone Penetration Test）等の比較的経済的な
土質調査法が普及している。したがって、CPTとバイブロコアーにより収集した試料の室内土質試験と併
用し、1箇所のボーリング試験とのキャリブレーションを実施検証する。
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(2) 地盤条件及びその他条件の設定 -液状化-

（a）埋立地の液状化対策ハンドブック （沿岸開発技術研究センター、1997）
液状化予測法の分類が示されている。
「粒度と□値による予測・判定」については、港湾の施設の技術上の基準・同解説と概ね同内容。「繰返
し三軸試験結果による予測・判定」については、石原らが不規則波を用いて行った実験に基づく方法を示
している。なお、その他の手法として、Seedらの方法、岩崎らの方法、累積損傷度理論を用いた方法につ
いての解説と、これらの主な相違点（補正係数の考え方の違い）について示している。

（b）港湾の施設の技術上の基準・同解説 （日本港湾協会、2018）
液状化の予測・判断手法として、「液状化の基本的予測・判定手順」に示す、「粒度と□値による予測・
判定」及び「繰返し三軸試験による予測・判定」の手法が示されている。

表各種液状化予測法の分類
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(2) 地盤条件及びその他条件の設定 -液状化-

（c）建築基礎構造設計指針 （日本建築学会、2019）
液状化の予測・判断手法として、「粒度と□値による予測・判定」を示している。液状化の影響を考慮し
て地盤剛性を低下させる手法についても以下の通り示されている。

■地盤剛性低下

■水平地盤反力係数の低減
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(3) 構造解析 -耐震設計-

（a）風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 （土木学会、2010）
地震時の地盤ばね設定手法として、Francisの式及びGazetasらによる方法を示している。水平地盤ばねのば

ね定数□□□は、下図フローに従い、□□□□と□□□□が等しくなるように、□□が収斂するまで繰り返し計算する
ことにより求めるとされている。
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(3) 構造解析 -耐震設計-

（b）液状化地盤におけるモノパイル式洋上風力発電設備を対象とした風と地震の連成解析の基礎検討
（大矢、2022）
統一的解説による地震時の荷重評価としては、地震波を対象とした時刻歴応答解析結果と、地震時に組み
合わせる波・風の荷重効果を時刻歴により別に求めて、これらの最大値を足し合わせる分離解法が示され
ている。

しかし分離解法は、風を受ける洋上風力発電設備の地震時挙動を精緻に評価できず、経済面で不利な設計
となっている可能性がある。このことから、風・波と地震の連成解析が可能な解析コードを開発し、モノ
パイル地震時挙動を検討した結果について示した文献である。

図 検証に用いた解析モデル

(c）洋上風力発電モノパイル基礎の地震時の地盤減衰評価
（その1：逸散減衰効果の検討) （山本ら、2023）
風車の大型化に伴って地震解析における減衰の設定の重要性が
高まっている。従来の土木学会指針に示されている地盤の逸散
減衰の設定法（ウィンクラーばね＋ダッシュポット）では減衰
が小さく評価され、安全側の設定となるようになっていた。

吉岡らの提案する逸散減衰をレーリー減衰として設定する方法
をモノパイル基礎の風車に適用して従来法と比較検証した結果
を示している。従来の減衰設定法の2次モードに対応するよう
にレーリー減衰の2次モードを増加させることで、合理的な地
震応答を再現することができるとされている。
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

(3) 構造解析 -耐震設計-

（d）洋上風力発電モノパイル基礎の地震時の地盤減衰評価（その２：薄層法及び FEMの適用） （田中ら、2023）
その１(c)で提案した方法は薄層法により逸散減衰を設定したモデルの応答とほぼ結果が一致しており、手
法の妥当性を確認している。
3次元FEMによる解析結果とも比較しているが、3次元FEMによる応答の方が小さくなる傾向が見られた。
これは１次元モデルでは3次元効果が考慮されていないためと主張しており、今後の課題としている。

図 検証に用いた解析モデル
（左：薄層法一体モデル、右：軸対称FEM一体モデル）
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3.1 日本特有の設計手法 -地震・台風-

参考文献

(2) 地盤条件及びその他条件の設定 -液状化-
1) 石原研而：土質動力学の基礎, 鹿島出版会, 1976.
2) Seed, H. B.：Soil Liquefaction and Cyclic Mobility Evaluation for Level Ground during Earthquakes, J.GED, ASCE, 1979, Vol.105, 

No.GT2, pp.201～205
3) 岩崎敏男, 龍岡文夫, 常田賢一, 安田進：砂質地盤の地震時流動化の簡易判定法と適用例, 第5回日本地震工学シンポジウム講演

集, 1978, pp.641～648．
4) Annaki M. and Lee, K. L：Equivalent Uniform Cycle Concept for Soil Dynamics, J. GED., ASCE, 1977, Vol.103, No.GT6, pp.549～564.

(3) 構造解析 -耐震設計-
3）日本建築学会, 建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計, 2006
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3.2 着床式：SEP船の規格・基準の整備、施工方法

(1) 各社におけるSEP船の仕様

国内では10MW/基未満の中型風車が設置できるSEP船の建造から始まり、大型風車に対応可能な2,500トン
超の吊り能力を持つSEP船の建造が行われたが、新たに同クラスの新造船の計画はない。
大型風車を採用する動向に応じて海外では2,500トン超の吊能力を持つ新造船が2023年～2026年にかけて就
航する予定である。
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3.2 着床式：SEP船の規格・基準の整備、施工方法

(2) 風車大型化に伴う施工時の課題

（a）風車の大型化に適したSEP船調達
2025年～2028年頃に建設が予定されている洋上プロジェクトでは12MW～15MWクラスの風車が予定され
る。12～15MW機のモノパイルの杭径は8～12m、杭重量は約2,000t、風車ローター高は海面から160～
190mにもなる。
これに対応するSEP船は風車施工で1,600t級、基礎施工には2,500t級と想定される。
2,500t吊以上の大型SEP船は国内では1社に限られており、計画段階で調達を確約できないケースが多い。
また、外国船の調達も欧州での案件が優先される傾向にあり選定の自由度が極端に低い。

(b）外国船調達に伴う留意点
カボタージュ規制に関連し、60日に1回の海外寄港が必要である。最寄りの寄港地としては韓国の釜山港が
有力となる。回航の所要日数は東北地方日本海側からは往復10日/回程度の日数が必要とあなる。

カボタージュ規制に関しては、例外的に外国籍船の国内輸送も可能とする国土交通大臣の特別許可（船舶
法第3条但し書に規定）がある。その後明確な発表はなく不明確なままであり、現段階で特例措置が認めら
れるという前提で傭船契約を進めるのはリスクを伴う。

外国船籍を日本船籍に変更するには、設備機器の日本仕様への変更を伴う上、船舶法に基づき船舶検査、
測度（トン数の算定）、登録手続きが必要となり、計画から完了までの標準的な処理期間はSEP船等の特
殊船で1年以上かかる。

外国船を日本籍船に船籍変更して日本領海内で作業を行う場合、日本法人が外国の船社へ貸渡し、外国籍
船員の配乗権を得て使用する方式（マルシップ方式）が適用される。この条件として外国人船員とは別に、
操船作業ができる日本人船員チーム（8名程度）が乗船する必要がある。
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3.2 着床式：SEP船の規格・基準の整備、施工方法

(2) 風車大型化に伴う施工時の課題

（c）軟弱な海底地盤での施工（支持力の比較的高い砂質層下に軟弱粘土層を挟んでいる互層も対象）
洋上ウィンドファーム建設のためのMWSガイドラインではSite Specific Assessmentの要求事項の一つに地盤
調査結果に基づくレグ貫入量の検討（Leg Penetration Analysis, LPA）がある。海底地盤の支持力が不足し、

レグの地盤貫入量が過大になることで下記のリスクが生じる可能性は、大型船での施工に伴い増大する傾
向にある。

ジャッキアップ後、船体が上昇状態での作業中、海底地盤の支持力不足のためレグが突き抜けてしまうパ
ンチスルーが発生し危険な状況になるリスクがある。

海底地盤の支持力不足のためレグが過大に沈下し、レグの貫入及び引き抜きに想定以上の時間がかかるリ
スクがある。

(d）基地港での護岸整備の問題
基地港には、重量物である基礎部材や風車部材の移動運搬に耐えられるヤードの地耐力と、岸壁護岸際に
設置する組立ヤードや岸壁前面で係留するSEP船のレグ支圧荷重に対して岸壁が安定していることが求め
られる。
日本の岸壁の多くが設計地耐圧の低い（～2t/m2）ケーソン岸壁のため、水切りや浜出し作業時にケーソン
後背地から部材を揚重できるだけのブーム長が必要となる。
岸壁前面でSEP船のジャッキアップを行うため、支圧荷重が岸壁に及ぼす影響（沈下等の変位やひび割れ

等）を事前に解析し、影響を及ぼすリスクがある場合には、ジャッキアップ位置を受動崩壊面の外側まで
離すなどの措置も必要なケースがありSEP船の揚重能力を十分活かしきれない（石狩湾新港）。

杭や風車部材の大型化に伴い、岸壁および野積地の地耐圧の確保のため地盤改良を行う場合、港湾管理局
から原状復旧して返却することが要求されることが多く撤去についてのコストアップに留意する必要があ
る。
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3.2 着床式：SEP船の規格・基準の整備、施工方法

(2) 風車大型化に伴う施工時の課題

（e）太平洋側でのリスク上昇の問題
工事実績のある日本海側の春～秋施工と比較して、太平洋側での気象海象条件は台風の通過も含め、一年
を通じて悪い。

波浪の影響を直接受ける着床式モノパイル基礎の施工精度の確保のためにバイブロハンマー併用を選択し
た場合、機器一式分の重量や容積をSEP船の積載可能重量から減じるため、基礎部材の積込可能基数が減
り、稼働率が低下するケースもある。

カボタージュ規制が適用される場合、最も近い寄港地として選択される韓国への回航でも、海象条件が悪
い上に長距離となり日本海側に比べ更に日数増が見込まれる。
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3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法

(1) アンカーの種類

係留索や係留チェーンを保持するアンカーについては、以下のものの使用が想定される。

〇〇〇〇粘土層
（軟）

地盤の
種類

〇〇〇〇粘土層
（中）

△△〇〇粘土層
（硬）

△
〇

以外
〇〇砂質土層

△△△〇礫層

〇〇△〇全方向
支持力

〇〇〇〇水平方向

〇△〇△値）

高い高い非常に安い安い施工費用

出典：https://www.nauticexpo.com/prod/vryhof/product-68605-
504985.html （参照2025/12/25）

出典： Tecnico, Design optimization of the mooring system for a floating offshore wind turbine 
foundation, 
https://fenix.tecnico.ulisboa.pt/downloadFile/281870113704214/Master%20Thesis%20Daniel%20Toled
o_Final.pdf より和訳 （参照2025/12/25）

出典： Vryhof Manual, the guide to anchoring, 
https://www.plaisance-pratique.com/IMG/pdf/Vryhof_Anchor_Manual2015.pdf （参照2025/12/25）

出典： https://semar.no/oil-and-gas/ （参照2025/12/25）

出典：https://norwegianscitechnews.com/2009/12/new-
approach-to-offshore-anchors/ （参照2025/12/25）

出典：
https://norwegianscitechnews.com/2009/12/new-
approach-to-offshore-anchors/ （参照2025/12/25）
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3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法

(2) 係留方法と係留索の種類

浮体の係留において、位置保持に用いられている方法を以下に示す。

デメリットメリット特徴係留方法

・浅水深においては、
係留設計が困難になる。
・チェーン本数が増えると、浮体重量や
設置コスト増大につながる。

・国内でも実績が豊富にある。
・多様な水深に対応可能。

海底のアンカーと浮体をカテナリー状に接続
する。主として、鋼製チェーンで接続する方
法。

緩係留
(Catenary)

・把駐力として、アンカーは水平と
鉛直方向が拮抗しなければならない。

・設置コストが高い。

・係留索の重量がチェーンよりも軽くなり、
大水深に適用しやすい。

・係留展開面積をカテナリー係留よりも
小さくできる。

初期張力を調整して索の伸びにより係留力
を得て接続する方法。

トート係留
（Taut）

・設置コストが高い。・浮体の運動を小さくすることができる。
浮体と海底基礎を接続し、浮体構造が
強制的に沈めて得られる浮力により
接続する方法。

緊張係留
(Tension 

Leg 
Platform)

出典：Design of a 10MW 
Wind Turbine Rotor 
Blade for Testing of a 
Scaled-down Floating 
Offshore Support 
Structure, TUDelft, 
Oct.25, 2017 

出典：Design of a 10MW 
Wind Turbine Rotor 
Blade for Testing of a 
Scaled-down Floating 
Offshore Support 
Structure, TUDelft, 
Oct.25, 2017 

出典：
https://www.tensiontech.c
n/services/mooring
（参照2025/12/25）
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係留索の種類を以下に示す。

合繊ロープワイヤーロープチェーン

アラミド・HMPEポリエステルポリプロピレン・
ナイロン亜鉛メッキワイヤースタッドリンクスタッドレス

低い低い低いやや低い非常に高い高い線径密度

やや高い普通低い高い高い高い摩擦/紫外線/マリングロウスの耐
性

非常に高い高い低い高いやや高い普通疲労破壊耐性

小さい普通高いやや小さい小さい小さい弾性

困難困難困難普通非常に簡単簡単施工性

困難
（すべて取替必要）

困難
（すべて取替必要）

困難
（すべて取替必要）

困難
（すべて取替必要）

簡単
（部分補修可）

簡単
（部分補修可）補修のしやすさ

高い普通安い普通安い非常に安いコスト

3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法

(2) 係留方法と係留索の種類

浮体の係留において、係留索の種類を以下に示す。

出典： Tecnico, Design optimization of the mooring system for a floating offshore wind turbine foundation, 
https://fenix.tecnico.ulisboa.pt/downloadFile/281870113704214/Master%20Thesis%20Daniel%20Toledo_Final.pdf より和訳 （参照2025/12/25）
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3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法

(3) 国内の施工実績

福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業における施工例を以下に示す。

出典：浮体式洋上風力発電導入マニュアル、福島洋上風力コンソーシアム（2019年3月）より
海底ケーブル敷設（陸から）

引張試験

係留チェーン敷設

係留チェーン 係留アンカー

実証で用いた係留チェーンは、係留チェーン径が132mm でR3S の規格。我が国の厳しい気象・海象条
件に適している。
係留アンカーについては、ドラッグアンカー方式（オランダにあるVryhof 製のStevshark ）を採用。

１．係留工事

実証研究実施海域にコンパクトセミサブ浮体及びサブステーションを係留する係留アンカー及び係留チェー
ンの設置を行う。

係留チェーンと係留アンカーの敷設の後、設計上のチェーンの把駐力を得るために引張試験を実施する。

２．電気工事
本実証事業における送変電システムの概要図を以下に示す。
設置する3基の風力発電設備にて発電された電気は、一度洋上変電所に集められ、

66kV まで昇圧し、海底ケーブルをとおして、陸上の開閉所につながっている。

送変電システムの概要図

陸上開閉所のある広野海岸にて沖合いの作業船から海底ケーブルの引き込みを海
岸まで実施した後、作業船は実証海域まで海底ケーブルを敷設した。

(※)浮体の波浪動揺や潮流による流体力によって曲率変動や張力変動などのダイナミ
ック挙動を繰り返し受けることで、ケーブルには張力や曲げに対する耐久性が求められる。

出典：海底電力ケーブルシステムの技術動向と開発課題および取り組み, 古
河電工時報第141 号（令和4年4月）より

海底ケーブル ダイナミックケーブル
(※)
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3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法

(4) 国内プロジェクト

国内プロジェクトの実績を以下に示す。グリーンイノベーション基金事業（以下、GI基金事業）の次世代
技術開発としても係留システムや海底ケーブル布設技術はテーマに取り上げられている。

次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究
（バージ型）「ひびき」

北九州沖（2014～2021）
福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業

福島県沖（2011～2021）
崎山沖2MW浮体式洋上風力発電所「はえんかぜ」

長崎県崎山沖（2010~）

海底ケーブル布設専用船（Cable Laying Vessel：
CLV）開発プロジェクト
（GI基金事業ph.1）

低コストと優れた社会受容性を実現するTLP方式による
浮体式洋上発電設備の開発

（GI基金事業ph.1）

セミサブ型浮体・ハイブリッド係留システムに係る
技術開発及び施工技術開発

（GI基金事業ph.1）

出典：自然エネルギー財団, 浮体式の洋上風力発電で日本初の商用運転－長崎県・
五島市で漁業との共生を目指す－, 2018
https://www.renewable-ei.org/activities/column/20180111.html
（参照2025/12/25）

出典：NEDO, 事業戦略ビジョン, 海底ケーブル布設専用船（Cable Laying Vessel：
CLV）開発プロジェクト
https://green-innovation.nedo.go.jp/resources/pdf/offshore-wind-power-
generation/item-001-4/vision-furukawa-003.pdf （参照2025/12/25）

出典：NEDO, 事業戦略ビジョン, 低コストと優れた社会受容性を実現するTLP方
式による浮体式洋上発電設備の開発
https://green-innovation.nedo.go.jp/resources/pdf/offshore-wind-
power-generation/item-001-2/vision-furukawa-003.pdf を加筆修正して
転載 （参照2025/12/25）

出典：NEDO, 事業戦略ビジョン, セミサブ型浮体・ハイブリッド係留システムに係る
技術開発及び施工技術開発
https://green-innovation.nedo.go.jp/resources/pdf/offshore-wind-power-
generation/item-001-2/vision-nsyc-003.pdf を加筆修正して転載
（参照2025/12/25）

出典：NEDO, 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究
https://www.nedo.go.jp/floating/ （参照2025/12/25）

出典：福島洋上風力コンソーシアム
https://www.fukushima-forward.jp/gaiyou/index.html
（参照2025/12/25）
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3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法

(5) 海外プロジェクト

海外の係留索の施工実績を以下に示す。使用アンカーはドラッグアンカー、係留方式はカテナリー方式が
多く採用されている。

備考係留方式使用アンカー施工年国名プロジェクト名

チェーン３本カテナリー方式サクション式2007イギリスHywind Scotland①

チェーン４本カテナリー方式ドラッグアンカー2021イギリスKincardine②

チェーン３本カテナリー方式ドラッグアンカー2024-イギリスDolphyn Hydrogen③

TBDTBD2026-イギリスPentland Floating WindFarm④

合繊ロープ3-6本カテナリー方式ドラッグアンカー2022アイルランドAFLOWT Hexafloat⑤

合繊ロープ6本カテナリー方式ドラッグアンカー2016-2017フランスFloatGen⑥

合繊ロープ6本カテナリー方式ドラッグアンカー2022-2023フランスEolMed⑦

チェーン3-4本カテナリー方式ドラッグアンカー2024-フランスEFGL Leucate⑧

チェーン５本カテナリー方式ドラッグアンカーCancelフランスGroix & Belle lle⑨

ダブルチェーン3本トート方式サクション式2021フランスProvence Grand Large⑩

１点係留方式カテナリー方式複数使用2024-フランスEolink⑪

チェーン３本カテナリー方式サクション式2009ノルウェーUnitech Zefyros⑫

チェーン３本カテナリー方式ドラッグアンカー2021ノルウェーTetraSpar Demo ⑬

カテナリー方式ドラッグアンカー2030ノルウェーFLAGSHIP⑭

チェーン３本カテナリー方式サクション式2020-2023ノルウェーHYWIND Tampen ⑮

カテナリー方式ドラッグアンカーTBDノルウェーSeaTwirl S2⑯

TBDTBD2027-ノルウェーSonnevindar⑰

ハイブリッド
チェーンとポリエステルロープ

カテナリー方式ドラッグアンカー2022スペインDemoSATH⑱

ハイブリッド
チェーンとナイロンロープ

カテナリー方式ドラッグアンカー2023-スペインCanArray⑲

カテナリー方式ドラッグアンカー2018-2020ポルトガルWindFloat Atlantic ⑳

TBDTBD2025-イタリア7 Seas Med㉑

チェーン３本カテナリー方式2023アメリカNew England Aqua Ventus I㉒

ハイブリッド
チェーンとポリエステルロープ

カテナリー方式複数使用2023アメリカCADEMO(VAB)㉓

浮体形状(②Kincardine Project)
出典：https://www.bbc.com/news/uk-scotland-north-east-
orkney-shetland-40947146
（参照2025/12/25）

サクション式アンカー(⑧ HYWIND Tampen)
出典：https://semar.no/wp-
content/uploads/2022/05/Suction-anchors-
Installation.pdf
（参照2025/12/25）

１点係留方式（⑪Eolink）
出典：https://www.eolink.fr/en/article-p5mw-en
（参照2025/12/25）
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(6) 日本の海底地盤への適用

将来的なTLPやトート係留の採用にあたってはアンカーと地盤の関係が重要である。日本の海底地盤の地
質マップ（概要）※を取りまとめた。

3.3 浮体式：海底ケーブル・係留索の施工方法

これより、TLPやトート係留の採用にあたって日本の海底地盤の地質毎に次のようなアンカーの組み合わせが考えられる。
砂層 ：重力式、サクション式、パイル式
粘土層：重力式、パイル式
岩礫層：重力式

【参考】国内の緊張係留に関する研究として「緊張係留方式の実海域実
証研究（科学技術庁）」(1985-1986)があり、山形県鶴岡市由良
漁港の北北西約 2.6km沖合,水深約41mの海域に設置された。

TLPの概要図 シンカーのコンセプト

施工実績として次の内容が報告されている。
海底面が平坦な位置にシンカー鋼構造＋コンクリートブロックを沈設
緊張係留の他に作業用に弛緩係留も使用
初期張力の確認にあたり、全バラストを排出
計画喫水、初期張力補正用のチェーンリンク数を予備として準備した

今後の技術開発検討としてTLPやトート係留を進めることで、1基あたりのフットプリントが小さくなる。よって次のような利点がある。
限られた占用面積でのウィンドファーム基数の増加が可能
将来的な漁業共存への貢献

出典：海洋技術センター, シバタ工業, 浮体式海洋構造物の緊張係留に関する研
究 (第5報)-緊張係留システムの実海域実験-, 日本造船学会論文集, 
1987, 第161号, pp.173-182

※出典：日本地質アトラス．地質調査所．
1982
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図- コンクリート製浮体施設損傷疲労損傷のイメージ

（左図 首都高速道路株式会社，首都高速道路構造物の損傷状況より転載， 右図 東北インフラマネジメントセンター，コンクリート構造物損傷写真集より転載）

(1) 設計
（a）コンクリート材料特性としての疲労耐久性

波浪の繰返し作用下では、タワー基部での鋼材との接合部や発生応力が大きい部位からコンクリートの局
所的なひび割れが徐々に進展し、破壊モードに影響を及ぼすことから、接合部の疲労耐久性に配慮した設
計の重要性が認識されている。
また、コンクリートが水中あるいは湿潤状態にあるときは、コンクリート自体の疲労強度が低下するだけ
でなく、繰返し作用によってコンクリート内部の微小細孔構造の飽和水に生じる水圧、あるいはマクロひ
び割れに生じる水圧によって、損傷が加速される場合がある。

これらに対し、以下の解決策が考えられる。

①荷重履歴によるコンクリートの疲労損傷を再現可能な構成モデルを有する非線形有限要素解析の洋上風
力発電施設設計への適用

②プレストレスト・コンクリートとして、コンクリートに建造時に圧縮力を与えるなど、引張力による構
造的なひび割れが生じ、それが進展しないような設計

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について
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（b）コンクリートの水密性、化学的作用に対する抵抗性
コンクリート製浮体施設は、海中、飛沫帯および海上大気中で供用され、波浪や海水飛沫の影響を受ける
ため、供用期間中にコンクリート自体の劣化や鋼材の腐食等によって、その機能が損なわれやすい環境に
ある。
そのため、繰返し作用下における高流動・高強度コンクリートを用いたプレストレスト・コンクリートを
用いることを主とし、供用期間中は可能な限り「メンテナンスフリー」となるように、水結合材比、単位
セメント量、最小かぶりの確保に留意する必要がある。

（c）鉄筋等鋼材の腐食およびコンクリートの塩害
コンクリート製浮体施設は、鉄筋のかぶりが不足すると水の浸透や塩化物イオンの侵入に伴う鉄筋腐食に
より、設計耐用期間中に構造物の耐力が低下し、破壊に至る可能性があり、打継ぎやプレキャスト部材の
接合が不完全な場合、水や塩化物イオンなどの劣化因子の侵入経路となり、鉄筋腐食や水密性が低下する
恐れがある。

これに対する解決策として、混和材の使用やFRPの使用、電気防食の適用、が挙げられる。

図- コンクリート製浮体施設損傷 漏水事例のイメージ

日本コンクリート工学会ＨＰ，施工中の不具合例より転載

図- コンクリート製浮体施設損傷 塩害による損傷のイメージ

日本コンクリート工学会，月間コンクリート技術2019年7月号より転載

(1) 設計

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について
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（d）船級取得の基準
国内の研究論文（小松怜史他、2023年）では、コンクリート製浮体の船級取得に関する基準について、

日本海事協会において「浮体式洋上風力発電設備に関するガイドライン（2021 年12 月）」が整理されて
いるものの、鋼船規則を参照したものであり、コンクリート製浮体を対象とした基準は整備されていない。
コンクリート製の浮体については、国内外の類似基準を準用し、日本海事協会に承認を得たうえで適用
することになる。

と現状の問題点を挙げている。

また、国土交通省において「コンクリート製浮体式洋上風力発電施設の設計施工ガイドライン（2023年3
月）」が発行され、コンクリート製浮体式基礎を対象とした、設計手法が整理されているが、船級取得の
ための設計基準として位置付けられているものではない。

以上から、コンクリート製浮体式基礎の船級取得のための設計基準の明確化が課題である。

解決策の方向性としては、コンクリート製浮体式基礎の船級取得のための設計基準を、国内外の関連基準
を基に体系的に整備することが必要となる。

(1) 設計

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について
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(a)労働力の確保
コンクリート製浮体式基礎の現地製造は、鋼製浮体式基礎の製造に比べるとより多くの雇用を提供できる
という特徴がある。一方で、わが国の建設業においては就業者の高齢化が進んでおり、今後、高齢就業者
の大量退職が見込まれることから、将来の担い手不足が懸念されている。
国土交通省ではi-Constructionを推進しており、その中で、①ICT技術の活用や、②プレハブ化/プレキャスト
化は生産性の向上が図れるため、省力化への寄与が期待される。

① ICT技術の活用
左官や鉄筋組立など、ロボット等による代替が可能な作業の機械化・自動化等が進み、省人化や無人化
による生産性の向上を図る。

②プレハブ化・プレキャスト化
鉄筋のプレハブ化やプレキャストの埋設型枠、コンクリート部材の工場製作などにより、現地作業の生
産性向上を図る。

図- i-Construction（コンクリート工）が目指す建設現場のイメージ

（左 左官ロボット 大成建設HPから転載，中 鉄筋組立ロボット 三井住友建設HPから転載， 右 プレキャストコンクリート ピーエス三菱HPから転載）

(2) 施工

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について
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図-3.4.5 i-Construction（コンクリート工）が目指す建設現場のイメージ

出典：コンクリート生産性向上検討協議会（第12回・令和5年2月）資料１, p.7 より転載

(b)施工方法の合理化（例）
コンクリート構造物は天候の影響やコンクリート打設後の養生期間を工程で見込む必要がある。⇒プレキャスト工法を採用、天候の影響や養生期間分の工程短縮が可能となる。

(c)品質管理の合理化
高い水密性を求められるコンクリート製浮体式基礎は高度な品質管理が求められる。⇒施工だけでなく検査も自動化・ロボット化により合理化されることが期待されている。

(2) 施工

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について
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(2) 施工
(d)大型化、大規模化に向けた課題

コンクリート浮体式基礎は鋼製浮体基礎と比較すると「浮体
寸法」「浮体重量」が大きくなる傾向にある。
国交省等においても大型化、大規模化を見据えた港湾の役割
について検討されており、浮体基礎の製造に用いる際の課題
として、
1．基地港湾内の地耐力や製作ヤードの確保
2．完成した浮体式基礎の保管水域の確保

等が挙げられている。
（右図は基地港湾内で浮体基礎の製造を検討したレイアウ
ト）
しかし、浮体式洋上風力発電に関しては、世界的に基礎の型
式・製造方法、輸送・設置の方法がまだ確立しておらず、技
術開発の余地が大きい。
1．連続製造に適した浮体の設計
2．浮体製造のパネル化やブロック化、分割施工
3．ドックに依存しない浮体の大量製造

等、新しい技術の確立が求められている。

(e)解体技術
一般的に発電終了後のコンクリート構造物の撤去、解体に関しては、ワイヤーソーによる切断やブレーカ
ーによる解体が用いられるが、大型コンクリート製浮体基礎の解体には、多大な労力が必要になるため、
解体しやすい構造・工法の技術開発が課題になる。

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について

図- 浮体式洋上風力発電所に対応した基地港湾

の最適な規模について

出典：国土交通省 港湾局、“2050年カーボンニュートラル実
現のための基地港湾のあり方に関する検討会（概要) ”、
令和4年2月資料、より転載
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図- 洋上風力発電で必要となる港湾の機能

出典：国土交通省 港湾局、“洋上風力発電の導入促進に向けた港湾のあり方
に関する検討会（第１回）資料” 、令和5年5月、 を加筆修正して転載

(3) その他
（a）サプライチェーン

現地に既存の鉄鋼製造サプライチェーンがない場合、新しいコンクリート製浮体式基礎の製造設備は、少
ない投資で設立が可能である。コンクリート製浮体式基礎製造の現地化は鋼製浮体式基礎の製造ヤードに
比べ、より多くの雇用機会を生み出す。
コンクリート製浮体式基礎は鋼製浮体式基礎より重量が大きいため、ロードアウトと曳航に課題があり、
より大きな港湾施設の地耐力が必要である。また、喫水が大きいため水路深さを大きくする必要がある。

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について

＜港湾施設に関する課題＞
① 適切な港湾施設の選定
② 必要な港湾機能と施設規模の確保
③ 浮体基礎専用建設ヤード

＜材料供給に関する課＞
セミサブ・バージ等浮体型式によってコ
ンクリートの品質、強度、耐久性の要求
性能が異なり、コンクリート材料の仕様
が異なる。

＜地域産業への波及効＞
コンクリート製浮体は、材料・労務の
地産地消が可能であり、地元産業を活
用できることが利点。
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図- コンクリート製と鋼製のセミサブ浮体式基礎の製造コスト比較

出典：DNV, Comparative study of concrete and steel substructures
for FOWT 2022年2月4日より転載

※このコスト比較研究では、鋼製の浮体式基礎をアジアで製造してヨーロッパ
まで輸送する輸送費が含まれている

※アジアとヨーロッパでの製造コスト差が含まれている

(3) その他
（b）コスト削減

コンクリート製セミサブ浮体式基礎と鋼製セミサブ浮体式基礎の製造コスト比較を行った欧州の研究
（DNV、2022年）では、鋼製の方がコンクリート製と比べて69%高い結果となった。

※このコスト比較研究では、鋼製の浮体式基礎をアジアで製造してヨーロッパまで輸送する輸送費が含まれている点と、アジアとヨーロッパでの
製造コスト差が含まれている点に留意が必要である。

風車と浮体構造のインターフェイスの最適化、浮体構造の標準化と量産化等によって、今後、低コスト化
に取組む必要がある。

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について

また、コンクリートの長期耐久性の特性を生
かし、風車の耐用年数以後も引続き基礎を供
用することができれば、将来的に売電価の削
減も期待できる。
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（c）コンクリート製浮体の実証
海外ではコンクリート製浮体式基礎の実証試験及び商用化事業が行われているが、国内ではスパー式以外
の実績はない。
国内で実証を行うことによってコンクリート製浮体の品質および安全性を確認し、標準化することで、コ
ンクリート製浮体を普及させることが、今後必要と思われる。

図 コンクリート製と鋼製のセミサブ浮体式基礎の
ライフサイクル全体での二酸化炭素排出量比較

出典：DNV, Comparative study of concrete and steel
substructures for FOWT 2022年2月4日より転載

※鋼製浮体の原材料をアジアからヨーロッパまで海上輸送
しているため二酸化炭素排出量が多くなっている

(3) その他

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について

（d）カーボンフットプリント
DNVの調査（2022年）ではコンクリート製浮体と鋼製
浮体の基礎製造におけるライフサイクル全体での二酸
化炭素排出量を比較している。コンクリート製と鋼製
のセミサブ式浮体を比較した調査結果では、コンクリ
ート製が鋼製の二酸化炭素排出量より、約2.5～3倍低
いと評価されている。
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(1) 設計－（a）コンクリート材料特性としての疲労耐久性
図-3.4.1 左図 首都高速道路株式会社： 首都高速道路構造物の損傷状況－RC床版に亀甲状のひび割れが発生している状況，

https://www.shutoko.co.jp/company/enterprise/road/plan/251225/damage/ （参照2025/12/25）
右図 東北大学インフラマネジメント研究センター： コンクリート構造物損傷写真集，

https://jsce.or.jp/branch/tohoku/csdp/csdp009.html （参照2025/12/25）

(1) 設計－（b）コンクリートの水密性、化学的作用に対する抵抗性，（c）鉄筋等鋼材の腐食およびコンクリートの塩害
図-3.4.2 日本コンクリート工学会： 施工中の不具合例（７）漏水，https://www.jci-net.or.jp/j/concrete/concreting/example7.html

（参照2025/12/25）
図-3.4.3 日本コンクリート工学会： コンクリート製浮体施設損傷－塩害による損傷のイメージ，

https://www.jci-net.or.jp/j/concrete/technology/201907_article_1.html （参照2025/12/25）

(2) 施工－(a)労働力の確保
図-3.4.4 左図 大成建設株式会社： 左官ロボットのイメージ, https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2017/171027_3459.html

（参照2025/12/25）
中図 三井住友建設株式会社： 鉄筋組立ロボットのイメージ， https://www.smcon.co.jp/service/robotaras/

（参照2025/12/25）
右図 株式会社ピーエス三菱： プレキャストコンクリートのイメージ，

https://www.psmic.co.jp/technology/architec_eng/pc_material.html （参照2025/12/25）

(2) 施工－(b)施工方法の合理化（例）, (c)品質管理の合理化
図-3.4.5 国土交通省： i-Construction（コンクリート工）が目指す建設現場のイメージ, コンクリート生産性向上検討協議会（第12回・

令和5年2月9日）資料１, p.7

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について
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(2) 施工－(d) 大型化、大規模化に向けた課題
図-3.4.6 国土交通省港湾局： 浮体式洋上風力発電所に対応した基地港湾の最適な規模について， 2050年カーボンニュートラル実

現のための基地港湾のあり方に関する検討会，令和4年2月，同（概要)資料

(3) その他－（a） サプライチェーン
図-3.4.7 国土交通省港湾局： 洋上風力発電で必要となる港湾の機能， 洋上風力発電の導入促進に向けた港湾のあり方に関する検

討会（第１回），令和5年5月31日，資料

(3) その他－（b） コスト削減
図-3.4.8 DNV： Comparative study of concrete and steel substructures for FOWT，報告書，2022年2月4日

(3) その他－（d） カーボンフットプリント

図-3.4.9 DNV： Comparative study of concrete and steel substructures for FOWT，報告書，2022年2月4日

3.4 浮体式：コンクリート製浮体式基礎（バージ式、セミサブ式）の課題と解決の
方向性について
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3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム） -効率的な施工方法、コスト削減
方法-

(1) 洋上風力発電に関する国内動向

（a）風車の大型化
導入が先行する欧州などの海外では、発電効率を高める目的で風車の大型化が近年続いている。一方、国
内では洋上風力向けの風車メーカーが存在せず、国内の発電事業者は海外の大型風車を採用せざるを得な
い状況にある。
再エネ海域利用法に基づく事業者公募の結果によれば、選定された各発電事業者は出力15～18MWの風車
機種を採用する計画となっている。
例えば15MW機の場合、ハブ高さで約150m、タワー重量で約1,000t、モノパイル重量で約1,200tという規模

感になっている。また、水深や気象・海象といったサイト条件によっては更に大きな諸元になることも考
えられる。

出典：国土交通省 港湾局：「2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方検討会 ～基地港湾の配置及び規模～」

https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001464703.pdf （参照2025/12/25）
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3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム） -効率的な施工方法、コスト削減
方法-

(1) 洋上風力発電に関する国内動向

（b）ウィンドファームの大規模化
政府の導入目標を達成しようとする場合には、2030年までは年平均で1GW程度、さらに2030年～2040年ま
では年平均で2～3GW程度の案件形成が必要となる。

国内において大規模なウィンドファームを大量導入するためには、設置海域は港湾区域からより沖合への
展開も必要になり、一般海域やEEZ（排他的経済水域）での設置が必要である。

出典：資源エネルギー庁：「洋上風力発電に関する国内外の動向等について」
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/green_power/pdf/008_04_00.pdf （参照2025/12/25）
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3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム） -効率的な施工方法、コスト削減
方法-

(2) 国内動向に伴う施工時の問題

（a）風車大型化の問題
風車や基礎構造の諸元は大型化によって、揚程や吊り能力といった施工時のクレーン作業の制限が生じる。
またSEP船であれば施工水深の制限など、既存の作業船では施工上の問題が生じる。

（b）基地港湾の仕様

洋上風力発電の導入が先行する欧州の基地港湾は、広大な面積の確保、大型重機の稼働やタワーの仮組立
などを想定した地耐力強化、大型船舶の接岸を想定した水深の確保、場合によっては岸壁前面でのSEP船
のジャッキアップを想定した海底地盤改良など、洋上風力の施工に適した機能を有している。

出典：国土交通省「海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地
港湾）の概要」
https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001459708.pdf
（参照2025/12/25）

国内においても、港湾法に基づく基地港湾
（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点
港湾）として、能代港、秋田港、鹿島港、
北九州港、新潟港の計5港が指定され、整
備が進められている。

その他に、現在公募中の案件においては、
青森港や酒田港が促進区域と一体的に利用
できる港湾としての指定を目指している。
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3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム） -効率的な施工方法、コスト削減
方法-

(3) 大型化への解決方法

（a）施工に適した作業船の調達
国内においても大型風車の建設に対応したSEP船が建造され、既に稼働している。また海外では、SEP船の
吊り能力では施工できないモノパイルなどの施工のために、大型基礎施工船も稼働している。

出典：国土交通省 港湾局「2050年カーボンニュートラル実現のための基地港湾のあり方検討会 ～基地港湾の配置及び規模～」
https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001464703.pdf （参照2025/12/25）
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3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム） -効率的な施工方法、コスト削減
方法-

(3) 大型化への解決方法

（b）部材重量の軽量化
将来、20MW超の風車など更なる大型化も考えられるが、それに応じた作業船の新造を行った場合には、

建設費の増大に繋がる懸念がある。そこで、既存の作業船舶機械によって、大型風車の施工が可能となる
ように、部材の分割施工などの工夫が期待される。
風車タワーの場合、通常は基地港湾で一体化されたタワーをSEP船に積み込み現地にて設置する方法が一
般的となっているが、吊り重量を低減するために分割されたタワーをSEP船に積み込み現地で組み立てる
という方法も提案されている。

（c）基地港湾の仕様

洋上風力発電の導入が先行する欧州の基地港湾は、広大な面積の確保、大型重機の稼働やタワーの仮組立
などを想定した地耐力強化、大型船舶の接岸を想定した水深の確保、場合によっては岸壁前面でのSEP船
のジャッキアップを想定した海底地盤改良など、洋上風力の施工に適した機能を有している。

国内においても、港湾法に基づく基地港湾（海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾）として、能代
港、秋田港、鹿島港、北九州港、新潟港の計5港が指定され、整備が進められている。
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3.5 風車の大型化・大規模化（ウィンドファーム） -効率的な施工方法、コスト削減
方法-

(4) 大規模化への解決方法

（a）施工効率化に向けた新技術の活用
着床式の基礎構造ではモノパイル式が採用されることが多いが、一般的にはモノパイルと風車との間にト
ランジッションピース（TP）と呼ばれる部材が設置される。最近は、この部材を無くしてTPレスモノパイ
ルを採用して、施工の合理化を図る工法も提案されている。
大規模化の点で将来導入が見込まれる浮体式の場合、NEDOにおいて、資本費の20％低減する施工技術を

確立すべく実証研究が行われている。浮体形式、係留システム、アンカー等の最適化がテーマとなってお
り、早期の技術確立が期待される。

出典：資源エネルギー庁「洋上風力発電の低コスト化」 プロジェクトの研究開発・社会実装計画（案）の概要」
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/green_innovation/green_power/pdf/001_04_00.pdf （参照2025/12/25）

（b）効率的な工程計画の立案
効率的な工程計画の立案は、建設費低減
のための重要な要素となる。例えば、最
適な施工サイクルのための基地港湾の利
用方法、精度の高い気象・海象予測に基
づく適切な施工時期の選定、風車や基礎
構造などの部材の搬入、保管、搬出とい
った基地港湾での作業の効率化は必須と
なる。
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４．国内での設置計画、運用にかかわる現状と課題

4.1 セントラル方式による推進項目の整理、系統確保の制度
明確化

4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査
4.3 コーン貫入試験併用による認証に関する調査
4.4 設計・認証基準の実態調査
4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査
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4.1 セントラル方式による推進項目の整理、系統確保の制度明確化

「洋上風力産業ビジョン（第１次）概要」（第２回 洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会
（2020年12月15日））では、2030年までに1,000万kW、2040年までに3,000～4,500万kWの洋上風力発電の

案件形成が政府目標として明示されている。この導入目標の実現に向けて、継続的な案件形成が不可欠で
あるが、現状では複数の事業者が同一海域で類似した現地調査を実施しており、非効率な状況が生じてい
る。

案件形成を加速化させるため、案件形成の初期段階から政府が主導的に関与し、より迅速・効率的に風況
等の調査、適時に系統確保等を行う仕組みである「日本版セントラル方式」の確立に向けた制度設計が進
められている。

（はじめに）
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4.1 セントラル方式による推進項目の整理、系統確保の制度明確化

(1) 日本版セントラル方式の制度設計に関する調査 （文献No. 1～8）

日本版セントラル方式の確立に向けた実証事業（NEDO）

出典：経済産業省資源エネルギー庁・国土交通省港湾局：「日本版セントラル方式」の検討に向けた論点について」

出典：経済産業省資源エネルギー庁・国土交通省港湾局：「日本版セントラル方式」における調査対象区域の選定の考え方

日本版セントラル方式における案件形成プロセスのイメージ
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4.1 セントラル方式による推進項目の整理、系統確保の制度明確化

(2) 海外の海域指定に係る政策と系統整備の状況に関する調査 （文献No. 13～22）

（a）ドイツ
2020年以前の入札では、国のゾーニングに基づき発電事業者が海域を選んで開発を実施。2021年以降の入
札が実施される海域は連邦海事水路庁が海域開発計画を策定する。
2021年～2025年に入札が実施されるプロジェクト（2026年～2030年運転開始）は、セントラル方式の採用

により、政府が区域を決めるだけではなく、国が戦略的環境アセスメント、予備調査、系統接続等に必要
な許認可の取得、漁業関係者との調整等を済ませている。

各風車から洋上変電所までは発電事業者が、洋上変電所から陸上の変電所までは送電事業者が建設・所
有・運用を担当する。

洋上風力発電の落札事業者は、入札の受理により、洋上風力エネルギー法に基づき、系統アクセス権およ
び接続容量を得る。

（b）オランダ
セントラル方式を採用し、国が開発のリスクと開発コストの削減を目標に、政府主導でエリア区分及びサ
イト認定を実施。発電事業者は政府によって概説された仕様（Project and Site Description (PSD)）に従った
競争入札を行う。

陸上部分の系統整備のみではなく、洋上についても、海域ゾーン内の接続点までは送電事業者である
TenneTが用意する。

（c）デンマーク
海域の指定は、デンマークエネルギー庁が主催する洋上計画委員会が行う。

ワンストップ・ショップ方式により、エネルギー庁が洋上ウィンドファームに必要な許認可を一括して管
理し交付する。
陸上の系統増強は送電事業者（Energinet.dk）が行う。系統増強計画（ルートや完成時期）は、入札手続の
中で具体的に明らかにされる。
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4.1 セントラル方式による推進項目の整理、系統確保の制度明確化

(2) 海外の海域指定に係る政策と系統整備の状況に関する調査 （文献No. 13～22）

（d）フランス
2018年7月に洋上風力発電の導入を加速するための新たな法案を可決した。
入札で選定された事業者に対して国が公的な海域を占有するための許可を付与する。

国が予備的な環境影響評価を実施するとともに、大陸棚・排他的経済水域での活動に関連した許認可を入
札前に取得し、事業者に公開する。
系統接続は、送電事業者（RTE: France's Transmission System Operator）が実施、運営する。
RTEは、発電所の接続と海底ケーブルのエンジニアリングを担当し、RTEは、エネルギー規制委員会
（CRE: French Energy Regulatory Commission）が承認したテンプレートに基づき、発電事業者との間で、発
電所の運転開始前に接続契約を締結する。

（e）イギリス
風車から洋上変電所までの区間および洋上変電所から陸上変電所までの区間の電力系統は、発電事業者が
建設する。このうち後者の区間は、後日入札を通じて別の事業者に売却され、売却先の事業者によって所
有・運営される。

（f）アメリカ
自然エネルギー導入促進政策は州によって異なるが、ニューヨーク州の場合、NYSERDA（New York State
Energy Research and Development Authority）が定める変電所までは、発電事業者がルートを選定し接続する。
陸上の増強費用については NYISO（New York Independent System Operator）が託送料金により回収する。

（g）台湾
洋上風力発電所から陸揚げ地点までの洋上送電施設は、発電事業者が建設・運用するが、陸上系統の増強
は、送電事業者（台湾電力公司）が行う。陸上系統の増強スケジュールは入札の際に示され、事業の予見
可能性を確保している。



土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会 洋上風力分科会
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査 -概要版-，2026 72

4.1 セントラル方式による推進項目の整理、系統確保の制度明確化

(3) 各自治体・地元協議会他における共同調査等に関する調査 （文献No. 23～25）

久慈市沖浮体式洋上風力発電検討委員会

事業者向け調査データ提供

基礎調査（鳥類調査、魚類調査）
海底調査（海底地層調査(音波調査）、

海底底質調査（底質分析）、海底地形
調査（深浅測量）
海象調査（流況･波浪調査）

共同調査
浮体式の洋上風力発電事業を検討する
ための洋上及び陸上の風況調査につい
て、発電事業者一同で行う共同調査を
企画した。2022年度より実施中。

ゾーニングマップ

共同調査地点範囲

出典：久慈市HP，https://www.city.kuji.lg.jp/material/files/group/30/zo_houkokusyo.pdf （参照2026/1/22）

出典：久慈市HP，https://www.city.kuji.lg.jp/material/files/group/30/05_youjouhatsuden_iinkai_3rd_shiryou4.pdf （参照2026/1/22）
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4.1 セントラル方式による推進項目の整理、系統確保の制度明確化

「総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電
力ネットワーク小委員会洋上風力促進ワーキンググループ 交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促
進小委員会 合同会議（第18回）」において、これまでの議論結果が「洋上風力発電に係るセントラル方式
の運用方針［骨子］（案）」として取り纏められているが、依然として、以下の課題が残っている。

（課題）
国の役割がデータの収集や提供にとどまっている。
事業者にとってハードルの高い以下の項目について、依然として課題が残っていると考える。

①開発初期段階の地域調整での国の関与の必要性
②地域・漁業との共生についての国の役割の必要性
③系統確保についての国の役割が不明確（検討中）

（まとめ）
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

洋上風力発電事業において、適地の選定や施設の設計に必要となる気象・海象・地質等の調査では、デー
タベース（以降DB）が活用されることも多い。本項目では以下の(1)、(2)を調査した。

(1) DB構築に求められる情報の調査（文献 No. 1～No.19）
電気事業法、港湾法および再エネ海域利用法の各法令に基づき、洋上風力発電設備等が適合すべき基準
について、各法令の統一的な考え方を解説している「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説
（令和２年３月版）」および本書が参照している文献について調査した。

(2) 構築されているDBの調査（文献 No. 20～31）
ここでは、「洋上風力発電事業の適地選定（事業性評価）に資するデータや情報（単発的なものではな
く集約・整理されたもの）」をDBと称することとし、国内外の各種DBについて、作成の経緯、特徴、
得られる情報、データ作成方法などを調査した。

（はじめに）
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

(1) DB構築に求められる情報の調査 （文献No. 1～19）

（a）洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（令和２年３月版） （洋上風力発電施設検討委員会、2020）
電気事業法、港湾法及び再エネ海域利用法に基づき、洋上風力発電設備等が適合すべき基準について、各
法の統一的な考え方を解説している。
令和2年3月時点での関係法令や国内外関連規格､設計技術等を踏まえて策定された。

（b）JIS C 1400-1 風力発電システム－第１部：設計要件 （日本規格協会、2017）
国際規格IEC 61400-1（Design requirements：設計要件）のEd.3（2005年）及びAmendment1（追補）（2010
年）を基とした日本工業規格（現、日本産業規格）である。

風力タービンの構造的安全性を確保するために不可欠な設計要件を取りまとめたものであり、制御及び保
護機能、電気系統、機械システム、支持構造等について整理されている。

（c）JIS C 1400-3 風車－第３部：洋上風車の設計要件（日本規格協会、2014）
国際規格IEC 61400-3（Design requirements for fixed offshore wind turbines：着床式洋上風力タービンの設計要
求事項）のEd.1（2009年）を基とした日本工業規格（現、日本産業規格）である。
JIS C 1400-1の要求事項に加え，洋上風車サイトの外部条件の評価に関する追加要求事項を規定するととも
に，洋上風車の工学的健全性を達成するための基本的な設計要求事項について規定している。

（d）IEC TS 61400-3-2 （International Electrotechnical Commission、2019）
着床式を対象としたIEC61400-3-1をもとにしたもので、浮体式を対象としている。IEC61400-3-1は国際規
格（IS）であるが、IEC TS 61400-3-2は現時点で技術仕様書（TS）（技術開発途上等の理由によりISとして
合意されていない段階）であり、国際規格化が進められている。
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

(1) DB構築に求められる情報の調査 （文献No. 1～19）

（e）JIS C 1400-12-1 風車－第１２－１部：発電用風車の性能（日本規格協会、2010）
国際規格IEC 61400-12-1（Power performance measurements of electricity producing wind turbines：発電用風車

の性能試験方法）を基とした日本工業規格（現、日本産業規格）である。「単一の風車の出力性能特性を
計測する手順を規定し、かつ、電力系統に接続されるすべての形式及び規模の風車の試験に適用する」も
ので、気象観測マストの設置方法（障害物や地形の考慮など）、使用する試験装置、取得・除外する計測
データ、データの整理方法、報告形式等が記載されている。

（f）JIS C 1400-24 風車−第24部：雷保護（日本規格協会、2014）
国際規格IEC 61400-24（Lightning protection：雷保護）を基とした日本工業規格（現、日本産業規格）で、
風力発電装置及び風力発電システムの雷保護について規定したものである。

我が国の設置環境を考慮して国際規格から変更されている技術的内容として、雷電荷量の大きな雷（冬季
雷）を定義し、冬季雷地域で推奨する雷パラメータ（最大電荷量600C）を設定し、JIS C 1400-24 Ed.1.0
（2014年）の附属書に記載している点が挙げられる。その後、この冬季雷現象が国際的にも認知され、最
大電荷量600CがIEC 61400-24 のEd.2.0（2019年）に記述された。

（g）DNV-ST-0126 （欧州船級協会：DNV、2021）
DNV-ST-0126は風力タービン支持構造の構造設計に関する一般原則とガイドラインを指定している。IEC,
ISO, JIS などとともに設備の要求性能の基準に用いられる。技術基準の統一的解説においては、波・流
れ・津波による洗堀や局所洗堀の評価や、風車基礎のグラウト接合部の設計方法が参照されている。

（h）MEASNET Procedures: Evaluation of Site-specific Wind Conditions （ MEASNET、2009）
風力エネルギーに係る計測基準の統一を目的とした研究機関のネットワーク（International Network of Wind
Energy Measurement Institutes, MEASNET ）が作成したものである。国際規格（IEC-61400シリーズ、ISOな
ど）に基づいて風況観測に必要とされる要件が整理されている。
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

(1) DB構築に求められる情報の調査 （文献No. 1～19）

（i）風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 （土木学会、2010）
2007年6月20日に建築基準法が改正され、風力発電設備支持構造物の確認申請の手続きが変更となり、高さ
が60mを超える風力発電設備は支持構造の安全性を確認するために指定性能評価機関による評価および大

臣認定を受けることが必要となったことから、国内外における風力発電設備支持物構造設計の最新研究成
果ならびに建築基準法改正後における性能評価手法が含まれた風力発電設備支持物構造設計における指針
となっている。

（j）浮体式洋上風力発電施設技術基準、浮体式洋上風力発電施設技術基準安全ガイドライン
（国土交通省海事局安全政策課、2020）
「技術基準」は「浮体式洋上風力発電施設の建造・設置等のコスト低減を通じてその導入拡大に資するた
め、浮体式洋上風力発電施設の安全性を確保するための設計要件等を規定」するもので、最新版は2020年
に発行されている。「安全ガイドライン」は「実設計者が実務的に適用できる技術的解決策を体系的に提
供する」もので、最新版は2023年に発行されている。
安全ガイドラインには外力条件となる風況・波浪に関して、必要な変量を推定するための方法としてDBや
風況マップ等の活用が挙げられており、国内の事業に活用可能なDBが「観測」「推算」「その他」別に表
形式で整理され掲載されている。
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

(2) 構築されているDBの調査 （文献No. 20～31）

（a）Global Wind Atlas （World Bank Group, 2015）
全世界を対象とした地図DBである。同機関からは他にも、太陽光発電に係るGlobal Solar Atlasなどが公開
されている。
風力発電に関しては、陸上と洋上（海岸線から200kmまで）における高度10, 50, 100, 150, 200mの風速・風
力エネルギー密度・風車クラス（I、II、III）別の設備利用率（0～1）が、水平格子解像度250mでマップ表
示される。

※（補足）気象場の計算は、2008年~2017年の気象再解析データERA5（水平格子解像度約30km）をベース
として、領域気象モデルWRF（5km）、デンマーク工科大学（Technical University of Denmark, DTU）のマ
イクロスケールモデル（250m）による力学的ダウンスケーリングを用いて実施している。

左図：高度100mの風速分
布をマップ表示した例

右図：指定したエリア内
の年別・月別・時刻別の
平均風速を表示した例
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

（a）NeoWins（洋上風況マップ） （NEDO、2017）
洋上風力開発の適地選定に必要な情報を一元化した洋上風況マップを構築することを目的として作成され
たものであり、適地選定等の検討に必要な項目が多く含まれている。
風況に関しては高い水平格子解像度（離岸距離30km以内は500m）、多層（60, 80, 100, 120, 140mの5高度）
のマップや地点別の統計データが表示される。

※（補足）離岸距離30km以内の風況は1995年～2014年の20年間（10km解像度）、2009, 2012, 2014年
（500m解像度）について気象モデルWRF（Weather Research and Forecasting Model）で計算している。それ
以遠の外洋はマイクロ波散乱計ASCATによる海上風速の観測値を使用している。

図：風速分布表示（左上）と地点情報の表示

(2) 構築されているDBの調査 （文献No. 20～31）
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

（c）EADAS（環境アセスメントデータベース） （環境省、2014）
再生可能エネルギーを含め環境アセスメントにおいて地域特性を把握するために必要となる自然環境や社
会環境に関する情報を整備したもの。
自然・社会・観測・再エネ設備など多岐にわたる項目がDB化されており、特に環境・生物に係る項目が充
実している。

図：画面表示例（海生哺乳類や爬虫類の分布）

(2) 構築されているDBの調査 （文献No. 20～31）
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4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

（d）海洋状況表示システム（愛称：海しる） （海上保安庁、2019）
海洋関係機関が収集・保有している海洋情報を集約し、衛星情報や海上気象の情報などを地図上で重ね合
わせて表示できる情報サービスである。
過去の統計情報のほか、半日から1日程度先の予測（風況・波浪）、リアルタイムの情報（雷・雨）が得ら
れる。
海象関連の表示項目数が多い。特徴的なものとして津波シミュレーションの情報がある。

左表：海象に関する表示情報
右図：マップ表示の例（上：リアルタイムの落雷情報、

下：四国沖～紀伊半島沖の津波シミュレーションの結果）

(2) 構築されているDBの調査 （文献No. 20～31）
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規格や基準類に関する例としては、DBに含まれている観測データに関して、JIS C 1400-12-1やMEASNET
への適合性に関する情報が実務でのDBの活用において重要と考えられる。

学術論文や研究資料に関する例としては、DBにおける重要な情報である風（風速や風向）と波（波高や波
周期）との関連性に着目した研究が行われており、より質の高い風や波のDB構築に資する研究成果が得ら
れている。

日本国内が対象範囲に含まれるDB（NeoWins、EADAS、海洋状況表示システム、Global Wind Atlas）は、
力点を置いている表示情報がそれぞれ異なるため、各DBの情報を相互補完的に得ながら実務に活用するこ
とが有用と考えられる。

風況の情報に関しては、DB毎に作成方法や時空間解像度・高度が異なることに加えて、統計期間もDB毎
に異なるため、各データの諸元や特徴を把握した上で情報を活用することが有用と考えられる。

国外のDBでは、「風車クラス別の設備利用率」、「着氷を考慮した月別の発電ロス率の分布」、「ケーブ

ル上陸地点から系統接続地点までの距離の分布」、「海底の砂の移動方向」が提供されており、これらの
情報は、今後の国内のDB構築への参考になると考えられる。

4.2 気象・海象・地質情報のDB構築例の調査

（まとめ）
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4.3 コーン試験併用による認証に関する調査

地盤物性値の調査では、国内のこれまでの構造物・耐震設計基準の観点から、ボーリングコアによる室内
試験が基本となっている。不攪乱試料の採取が困難な場合には標準貫入試験（SPT）が行われ、SPTによっ
てN値を得るサウンディング調査は古くから行われており、膨大なデータと実績がある。

コーン貫入試験（CPT）は、試験方法によっては適用可能な地盤の種類や深さが制限されるが、試料を採
取しないため、貫入体の上げ下げが不要であり、標準貫入試験よりも簡便な試験方法である。

また、深度方向に連続的に調査が可能であり、標準貫入試験では得られない周面摩擦抵抗や間隙水圧など
の情報も得られる。これらの情報を活用し、地盤材料や地盤特性の推定が試みられている。

設計に必要となる地盤強度の評価では「内部摩擦角□や非排水せん断強さ□□」を知ることが基本であるが、
試料の採取が困難な場合には「標準貫入試験によって得られた□値」から□や□□を推定している。

CPTでは主にコーン貫入先端抵抗□□から□値を推定しており、その□値から□や□□を推定することになるた
め、原理的に精度の高い□や□□の推定が困難であるが、精度向上の試みが行われている。

そこで、CPTを活用して地盤調査や地盤定数の評価を行うにあたり参照すべき基準や文献等について調査
を行うとともに、実務上の課題について、整理を行った。

（はじめに）
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4.3 コーン試験併用による認証に関する調査

(1) CPT（コーン貫入試験）結果を基にした地盤特性の推定 （文献No. 1～17）

（a）洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（令和2年3月版） （洋上風力発電施設検討委員会、2020）
地盤調査（ボーリング）では、サウンディング（SPTやCPT）の併用が認められているものの、SPTとCPT
のデータの突合せを実施する必要がある。□値（SPT）と換算□値（CPT）ではデータのばらつきが予想されることから、複数位置でデータの突合せ
を行うことが望ましい。

（b）(a)の付属書2 コーン貫入試験（CPT）による地盤評価 （洋上風力発電施設検討委員会、2020）
CPTでは貫入抵抗、周面摩擦、間隙水圧を計測し、これらの多様な地盤情報からより信頼性の高い地層構

成を得ることができるが、試料採取を行わない場合の土質分類にはデータを解釈する技術者の力量に大き
く依存する。

地層構成の評価にはロバートソンの土質分類チャートを参考にできるが、対象としている地盤と同じ性状
を示すとは限らない。
→調査エリアにおける地盤特性の地域性を十分考慮して結果を解析・修正することが望ましい。

（c）コーン貫入試験結果と標準貫入試験結果から得られた地盤特性との関係 （鈴木ほか、2003）
【Ｎ値】

せん断波速度測定を併用したCPTを114地点で実施。調査地点は北海道から鹿児島までを網羅し、調査地盤
は粘性土から砂質土までをカバーしている。
ロバートソンが提案した土質分類手法（□□の式）を用いることで、□値－□□の関係から□□値（コーン貫入試
験から換算した□値）の算出が可能である。⇒実際、□□値と実測□値を比較すると良く対応している。
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4.3 コーン試験併用による認証に関する調査

(1) CPT結果を基にした地盤特性の推定 （文献No. 1～17）

（d）Manual on estimating soil properties for foundation design（F. H. Kulhawy and P. W. Mayne, 1990）
【内部摩擦角】

CPTより先端抵抗（□□）から内部摩擦角（□）を算出可能である。
CPTより間隙水圧（□）と先端抵抗（□□）から内部摩擦角（□）の推定が可能である。

内部摩擦角□と先端抵抗の関係
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4.3 コーン試験併用による認証に関する調査

（e）洋上風力発電の地域一体的開発に向けた調査研究事業
各調査項目における調査手法・仕様の一般化に向けた中間とりまとめ （NEDO、2022）

【着床式】
調査地点数が数箇所に絞られる基本設計段階の調査 (*) では、ボーリング及びSPTによる調査を基本とする。
調査地点数は少なくとも2地点以上を基本とし、調査海域の広さ及び形状に応じて設定する。⇒地盤の液状化に関する特性と耐震設計に必要となる工学的基盤の状況をより正確に把握するため。
詳細設計段階の調査(*)では、風車設置箇所の全地点において調査を実施するが、その際にはCPTの活用・
併用も候補となり得る。

(1) CPT結果を基にした地盤特性の推定 （文献No. 1～17）

(*) 基本設計段階および
詳細設計段階の調査は、
それぞれ3.1(2)(a)の2次
調査、3次調査に該当
する。
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4.3 コーン試験併用による認証に関する調査

（e）洋上風力発電の地域一体的開発に向けた調査研究事業
各調査項目における調査手法・仕様の一般化に向けた中間とりまとめ （NEDO、2022） （続き）

【浮体式】
水深が50m以上となる浮体式の海域では、ボーリングによる調査が困難であるため、CPTと基本とし、深
度方向に連続して計測する。
CPTは少なくとも2地点以上を基本とし、調査海域の広さ及び形状に応じて設定する。
CPTでは貫入時の先端抵抗（□□）、周面摩擦（□□）、間隙水圧（□）を計測し、地層構成及び、地盤の工学
的特性を把握する。
CPTの調査手法や仕様は、地盤工学会基準 JGS-1435（電気式コーン貫入試験方法）による。

(1) CPT結果を基にした地盤特性の推定 （文献No. 1～17）
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欧州ではCPTによる地盤調査が既に主流となっている。CPTを活用した設計に必要な地盤特性値の推定に

あたっては、これまで調査した文献等を参考に、国内地盤においてもその推定が可能とされている。既存
の文献によるCPTの結果を用いた地盤特性の関係式は、限られたデータや特定の地盤条件下で導かれたも
のであり、個々の開発エリア及び風車地点での活用においては、SPTや室内試験等との比較により、その
適用妥当性を確認する必要がある。

調査対象地点の水深によっては、ボーリング台船（固定櫓）の設置が困難な場合もあり、調査船からの
CPTしか実施できない状況が想定しうる。調査用資機材の確保や工期短縮等の経済性、調査の安全性とい
った観点からは、調査船を使用したCPTやサンプリングによって地盤特性を把握することが有効である。
ただし、調査船を使用した場合の動揺対策やサンプリング時における管理基準等は明確でない。

今後、様々な海域を対象に、多様な地質、地盤条件下での調査、設計が増えてくることが想定されるため、
より柔軟かつ高度な調査、設計手法を整理していく事は、開発促進はもとより、事業の経済合理性や競争
力を高めることにも繋がると想定される。多様な調査、試験方法によって得られた地盤特性を設計に反映
させるための研究や実証を行い、知見を蓄積し、学会レベルでの基準策定やガイドライン等を整理してい
く事は意義があると考えられる。

4.3 コーン試験併用による認証に関する調査

（まとめ）
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4.4 設計・認証基準の実態調査

日本における設計、認証基準としては、「洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説（令和 2 年 3
月版，洋上風力発電施設検討委員会）」（以下、統一的解説）が上位基準としての位置付けにある。しか
し、「統一的解説」においては、すべての設計項目について詳細が記載されているわけではなく、引用す
る国内外基準に具体的な設計内容が記載されている場合もある。

実態調査に当たっては、まず「統一的解説」に引用されている国内外の基準類を下表のとおり整理した。
次に、設計項目ごとに各基準における記載内容を確認した。例として、「地震荷重に対する設計」、「疲
労荷重に対する設計」、「洗掘防止」に関する文献および記載内容を紹介する。

（はじめに）
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4.4 設計・認証基準の実態調査

(1) 設計項目「地震荷重に対する設計」の調査 （文献No. 1～5）

（a）洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説 （洋上風力発電施設検討委員会、2020）
構造解析におけるモデルは、支持構造物の動的特性及び海洋環境条件が風車の構造的健全性に影響をおよ
ぼす可能性があるため、基礎、下部構造、タワー及び風車からなる構造をモデル化することを基本とする。

地震時の荷重評価では、時刻歴応答解析の荷重効果に、年平均の波・風の荷重効果を足し合わせる解法に
より求めることが示されている。 （解析モデル、pp.139-142 ）

（b）風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 （土木学会、2010）
第5章に地震時の荷重評価について示されており、地盤の影響を考慮した時刻歴応答解析手法を用いること
が説明されている。入力地震動は目標スペクトルに適合させた模擬地震動、観測地震波、サイト波となる。

（c）港湾の施設の技術上の基準・同解説 （日本港湾協会、2018）
第6章に地震について示されており、サイト特性、時刻歴波形など条件設定に関することが 説明されてい
る。入力地震動はレベル1、レベル2地震動となる。

（d）浮体式洋上風力発電施設技術基準 （国土交通省海事局安全政策課、2020）
4－1に説明があり、地震は過去発生した最大レベルを考慮し、同時に通常状態の風、波等の環境荷重を考
慮することが記載されている。

（e）Offshore Wind Turbine Foundation Design, DTU Wind Energy （Patrik Passon, et al., 2015）
3章に地震動の荷重評価について記載されており、荷重評価は、基礎設計者と風車メーカーが一緒になり、
個々のステップを逐次計算によってシミュレーションすることとなっており、その行程は3ステップから成
る。
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4.4 設計・認証基準の実態調査

(2) 設計項目「疲労荷重に対する設計」の調査 （文献No. 1～6）

（a）洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説 （洋上風力発電施設検討委員会、2020）
4.4タワーの設計において疲労照査が解説されており、設計耐力はISOの海洋構造物設計規格又はそのほか
の一般に認知された海洋構造物設計規格を基本とし、JIS C 1400-3に記載されたガイドラインが紹介されて
いる。

（b）Rules and guidelines, Ⅳ Industrial Services, 1 Guideline for the certificate of offshore wind
（Germanischer Lloyd, 2012 ）
材料特性に部分安全係数を考慮することとなっており、疲労解析の場合は、コンクリートで1.5と示されて
いる。（部分安全係数、pp.5-19）

（c）ISO 19902 Petroleum and natural gas industries - Fixed steel offshore structures （ISO, 2007）
16章に鋼製海洋構造物について疲労限界状態を満足することを検証する方法が示されている。

（d）DNVGL-RP-C203 Fatigue design of offshore steel structures （DNV, 2016）
疲労解析は、検討した溶接部の疲労試験および線形損傷仮定により求めた S-Nデータに基づいて行う必要
があり、大規模構造物の正確な調査や破壊力学的解析を実施することも検討すべきである。
長期的な応力範囲の分布は、決定論的解析またはスペクトル解析により求めることができる。 動的な影響

は応力範囲履歴を長期的に検討するとともに、そのうち、最も疲労に大きく寄与する部分の損害は最も慎
重に評価されるべきである。

なお、ワイブル分布の形状パラメータは、疲労損傷予測に与える影響が大きいため、安全側に設定する必
要がある。
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4.4 設計・認証基準の実態調査

（e）DNV-OS-J101 Design of Offshore Wind Turbine Structures （DNVGL, 2014）
7.10に疲労限界状態に対する設計の要求事項として、S-Nカーブ、応力範囲分布、特性累積ダメージおよび
設計累積ダメージ、設計疲労度係数が示されている。

（f）JIS C1400-1: 風力発電システム－第 1 部：設計要件 （日本規格協会、2017）
疲労破壊について、適切な疲労破壊計算を用いて予測することが記載されており、疲労解析の定式化の例
として Miner 則が示されている。
疲労破壊について、設計耐力は ISOの海洋構造物設計規格又はその他の一般に認知された海洋設計規格に
従って求めなければならないとあり、タワーの設計耐力についてはJIS C 1400-1:2010の7.6.3によって求め
てもよいとなっている。

(2) 設計項目「疲労荷重に対する設計」の調査 （文献No. 1～6）
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4.4 設計・認証基準の実態調査

(3) 設計項目「洗掘防止」の調査 （文献No. 1～3）

（a）洋上風力発電設備に関する技術基準の統一的解説 （洋上風力発電施設検討委員会、2020）
3.6 に洗掘に適切に考慮することが記載されており、解説で現象として局所洗掘、広域洗掘が説明されてい
る。また、洗掘範囲や深さを推定する参考方法として、DNVGL-ST-0126や港湾における洋上風力発電施設
等の技術ガイドラインが挙げられている。

（b）港湾における洋上風力発電施設等の技術ガイドライン（案） （日本規格協会、2015）
洗掘防止対策についての記載はなく、洗掘発生の有無や洗掘量推定式について記述がある。

（b）DNVGL-ST- 0126 Support structures for wind turbines （DNVGL, 2016）
垂直杭における洗掘は、□□数（Keulegan-Carpenter number）に支配される。洗掘深度の推定式に加え、海
底での潮流や波浪の流速、せん断応力が示されている。また、洗掘の進展時間の推定式も示されている。
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洋上風力の設計基準に関しては，国内外の他の法令等に準拠する事例が多いが、海外の基準を取り入れた
事例では、必ずしも国内のものと同じではなく、統一的な考えのもとに導入されたものとはなっていない。
その他、IEC 基準を元に設定されているものについては、必ずしも十分でない分野（地震等）も散見され
る。

実際の審査では、明確な審査基準が整備されておらず、例えば、基礎設計では、海外基準をベースに国内
建築基準や港湾基準を、適宜取り入れているような形で進められているのが実態である。

土木学会、建築学会、DNV、IECなど多岐に渡る基準から、最も保守側となるパラメータや設計値を検討

するといった対応が求められることがあるが、近年の風車大型化に伴い、風車支持構造物（タワー及び基
礎）の構造成立性（特に極稀地震時）が厳しくなっており設計自体が困難といった事例もある。

構造解析のモデルの妥当性検証や耐力側評価に用いる基準の選定など、精緻かつ高度に専門的な検討が必
要となり、コストと許認可を得るまでの時間的な見通しを立てることが困難な場合もある。

以上の実態を踏まえ、統一的でかつ合理的な設計基準の策定はもとより、事業者の負担を軽減する意味で
も、審査基準の明確化が特に重要であると考えられる。

4.4 設計・認証基準の実態調査

（まとめ）
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4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査

洋上風力発電所は海洋の中に建設されるものであり、陸上風力に比べると発電所に近づくことは容易では
ない。このため、運転・保守を確実に実施するためには遠隔監視技術の高度な利用が求められている。国
のガイドブックや指針類にもその重要性は述べられているが、その一方で、国内での洋上風力発電所の運
用実績は少なく、また同技術は関係企業が現在進行形で開発を進めていることもあり、公開された文献数
は限られている。

今回の文献調査では、まずは、経済産業省、国土交通省、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）の発行しているガイドブックや指針類を対象に、運転・保守に関する内容を調査した。

次に、日本風力エネルギー学会の至近年の論文の中で、運転・保守に関係したものとして発表数が多かっ
た「風車機器の異常検知技術」、「風車設備の損傷点検技術」、「落雷検出技術」に関する論文を収集・
整理した。調査した論文の多くは洋上風力に対象を限定したものではなく、むしろ陸上風車用に開発され
た技術であったため、NEDOの成果報告書の中から、洋上風力にこだわらず参考となると考えられるもの
を追加で調査した。

（はじめに）
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4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査

(1) 国の指針・ガイドブック等の調査 （文献No. 1～4）

（a）着床式洋上風力発電導入ガイドブック 別冊 北九州市沖洋上風力発電実証研究施設導入事例
（NEDO、2018）
洋上風車および支持構造物には、モニタリング装置を取り付け、実証研究施設には、CMS（状態監視シス
テム）を導入し、運転パラメータの遠隔モニタリングを実施した。
また、SCADA（監視制御システム）により風車設備の運転状況（出力、温度、回転数他）や異常の有無を
遠隔にて監視・記録するとともに、Webカメラを活用した視覚データ収集等によって故障発生情報を事前
に把握し、予防措置を効率的に実施するシステムを構築し運用した。

水中部点検では、主に海水面以下の支持物や海底ケーブルの状況確認を行った。調査はサイドスキャンソ
ナーを用いて、１回/半年の頻度で行った。

水中部の基礎・支持物を安全かつ効率的に管理する手法として、水中メンテナンスロボットを開発した。
根固めブロックの高さ計測では設計値とロボットによる計測結果は一致し、潜水士の活動に制限がかかる
水深での適用が期待される。

（b）着床式洋上風力発電導入ガイドブック 別冊 銚子沖洋上風力発電実証研究施設導入事例
（NEDO、2018）
洋上風車および支持構造物に各種モニタリング装置を取り付けた。現地設備は常時無人、運転監視は遠隔
で24時間体制、設備異常警報などが発生した場合、監視箇所に警報内容が通報される体制で実施した。銚
子沖実証研究施設には、CMS（状態監視システム）を導入し、遠隔モニタリングを実施した。

台風と南岸低気圧の接近により電力ケーブルの可とう保護管の損傷、固定架台の損傷などが生じて電力ケ
ーブルの破断に至る事故が発生した。水深10m 程度で砕波が発生する場所に設置した洋上構造物では、設
計波力に近い砕波波力を様々な方向から頻繁に受けることにより、繰り返し応力が発生した。



土木学会 エネルギー委員会 環境技術小委員会 洋上風力分科会
洋上風力発電技術に関する現状と動向調査 -概要版-，2026 97

（c）浮体式洋上風力発電導入マニュアル （福島洋上風力コンソーシアム、2019）
１ 運転保守段階における関係法令の整理 pp.35-38

浮体式洋上風力発電の運転保守の段階で関連のある法令を、「着床式洋上風力発電導入ガイドブック
（NEDO）」及び「一般海域における利用調整に関するガイド（経済産業省）」における記述をもとに、
関係条項、法令内容、許可・届出、あて先について整理した。

２ 運転保守の流れ pp.116-121
①メンテナンス計画の策定

メンテナンス計画の策定は、発電事業を効率的かつ効果的に行うため、メンテナンスにおける契約、保険、
実施体制等を含むメンテナンス計画を、電気事業法及び船舶安全法上の手続きを策定するとし、風車・浮
体の具体的なマニュアル記載項目、実施体制、保険などの詳細について纏めてある。

（d）港湾における洋上風力発電設備の施工に関する審査の指針
（国土交通省：港湾における洋上風力発電設備検討委員会、2018）

１ 適切な維持管理の実施

施工完了後も、設備等の維持管理を実施できる体制を構築すること。特に、落雷等の突発的な災害時に、
ブレード等の大型資機材を直ちに修繕できる体制を構築することが望ましいとある。
関連する内容の文献として、「洋上風力発電設備の維持管理に関する統一的解説（令和2年3月版）：洋上
風力発電施設検討委員会」がある。

一般的に洋上風力発電設備等は陸上に設置される風力発電設備と異なり厳しい海洋環境下にあるため、構
造物の安全性の観点から、鋼材の腐食や基礎地盤の変化への配慮が必要で、専門的知識及び技術または知
能を有する者の下で維持管理が行われる必要とされている。

(1) 国の指針・ガイドブック等の調査 （文献No. 1～4）

4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査
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(2) 「風車機器の異常検知技術」 （文献No. 5～8）、「風車設備の損傷点検技術」
（文献No. 9～12）、「落雷検出技術」 （文献No. 13～16）、に関する調査

（a）風車異常検知の効率的運用に向けた正常状態の特徴表現学習 （長谷川ら、2021）
多数の類似機種で観測された正常データから自己符号化器（Autoencoder, AE）を構築し、これにより機器

や気象条件、運転状況の違いに起因する情報が圧縮され、正常稼働状態を表す本質的な特徴量を抽出する。
さらにこの特徴量を用いて混合ガウスモデル（Gaussian Mixture Model, GMM）を照合器として正常状態モ

デルを構築することで、監視対象機器ごとの長期間にわたるデータ収集を待たずに異常検知システムの性
能向上が期待できる。論文では風車主軸受の加速度振動データを用いてAE/GMMタンデム接続型異常検知
システムの検証を実施した。

（b）Fatigue life prediction of wind turbine main bearing considering internal clearances and pounding forces
（Takeshi Ishihara, et al., 2019）
主軸受のパウンディングシミュレーションのための数値モデルを作成した。パウンディングによる荷重係
数を主軸受の疲労寿命予測に用いることを提案した。
寿命比と荷重係数をパラメータとして主軸受の疲労寿命を予測した。予測された定格寿命L10は現場の記
録とよく一致したが、ISO 281の公式による寿命は大幅に過大評価されることが分かった。

（c）洋上風力点検へのドローン技術活用の検討 （藤本ら、2019）
リアルタイム物体検出技術の一つであるSSD（Single Shot MultiBox Detector）を活用しサーモグラフィー観

測で使用したブレード模型を対象に、落雷痕のある箇所／ない箇所の画像データを作成し、ブレード、落
雷痕、レセプタの検出について学習を行った。
風車ブレード自体の検出や落雷痕およびレセプタの検出が可能であることが確認された。
一方で，光の反射の影響で一部落雷痕が検出できない箇所もあり、今後の改善が必要である。

4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査
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（d）風車用落雷検出装置が満たすべき性能とその試験方法 （山本ら、2020）
新JIS C 1400-2の落雷検出装置に関する部分と、その性能評価試験方法が規定されている新しいJEM規格の
内容が紹介されている。
新JIS C 1400-24では、地域ごとの最適な落雷検出装置のスペックが規定される予定である。その内容は表1
と図1に示す通りで、図1で示される冬季雷地域には表1にあるクラスⅠの周波数帯域を有する落雷検出装置
のみ設置可能となる。

表1 落雷検出装置のクラス分類と周波数帯域

図1 冬季雷地域と夏季雷地域
太い実線内とその周辺の海域を冬季雷地域，上記以外を夏季雷地域と呼ぶ。

(2) 「風車機器の異常検知技術」 （文献No. 5～8）、「風車設備の損傷点検技術」
（文献No. 9～12）、「落雷検出技術」 （文献No. 13～16）、に関する調査

4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査
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（e）あわら北潟風力発電所の落雷実績からみたIEC61400-24の課題 （本庄ら、2022）
IEC61400-24には，風車が耐えられなければならない雷電流のパラメータが定められている。代表的なもの
として、雷が放電する電荷の量（放電電荷）、放電電流のピーク値、雷が1Ωの抵抗を介して放電した場合

のエネルギー（比エネルギー）などがある。また定性的な内容として、ブレード内部で放電してはいけな
い，受雷部（レセプタ）は人工雷発生装置を用いた試験で、100%放電を捕捉しなければならないことが定
められている。

冬季雷の特徴である、放電電荷量が大きい、落雷回数が多い、落雷の時間間隔が短い、レセプタを外す落
雷があるという点については、規定の内容が不十分であり、IEC61400-24に準拠したブレードであっても、
冬季雷に十分対応できないことが推測される。

表-1 あらわ風力落雷実績集計結果

(2) 「風車機器の異常検知技術」 （文献No. 5～8）、「風車設備の損傷点検技術」
（文献No. 9～12）、「落雷検出技術」 （文献No. 13～16）、に関する調査

4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査
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(3) NEDO成果報告書に関する文献調査 （文献No.17～19）

（a）平成25年度～平成29年度成果報告書 風力等自然エネルギー技術研究開発 風力発電高度実用化研究開発
スマートメンテナンス技術研究開発（分析）（疲労予測等） （NEDO、2019）
第２章及び第３章では、故障・事故調査及び実際の事業者等へのヒアリングやメンテナンスに係るアンケ
ートを通じて、我が国の故障・事故の傾向並びにメンテナンスに係る実態及び課題が整理されている。
第４章では、風車の状態監視に係る技術として，既存のCMSに係る研究開発状況やタワーの異常検知，ド
ライブトレインの損傷検知について示されている。
第５章では、疲労寿命予測手法として、タワートップボルトと主軸軸受けについては、検討されている。
第６章では、CMSに基づくメンテナンス手法の評価が記載されており、日本における故障率の分布は日欧

でほぼ同じであること、予備品の保有、状態基準保全の実施、さらには天気予報利用等を用いて定期点検
時期を細かく設定することで、欧州並みの設備利用率を実現することが可能であることが示されている。
第７章はCMSの認証に係る事例等が紹介されている。
第８章CMSの技術資料とされ、本章だけで独立して活用できるように取りまとめられている。

（b）2013年度～2017年度成果報告書 風力等自然エネルギー技術研究開発/風力発電高度実用化研究開発/
スマートメンテナンス技術研究開発（分析）（リスク解析等） （NEDO、2020）
第２章から第4章には、国内外の陸上風車におけるO＆M実態やトラブル事例の調査やスマートメンテナン
ス導入による好事例の紹介、将来に向けた展望が述べられている。
第5章では計測技術の具体例、すなわちSCADAやCMSの詳細、オイルリークモニタ、各種センサ、無線通
信システムなどについて解説されている。
第6章から第10章では風車の部位損傷検技術や異常検出技術の実例と実機に適用した場合の効果検証などに
ついて記載されている。

4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査
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（c）2020年度～2021年度成果報告書 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究/洋上風力発電等技術研究
開発/次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（浮体式洋上風力発電低コスト化技術開発）／浮体式
洋上風力発電低コスト化技術開発に関する調査 （NEDO、2022）
世界の動向：コストの 35%程度を占めるメンテナンスの高度化は世界的にも課題。洋上風力発電所の運転

中に得られたデータを分析・管理するためのプラットフォームの開発や、高度な分析による洋上風力のデ
ジタル化、試験方法及び設備、厳しい海況下での人員輸送ソリューション、運転保守戦略及びツールの開
発が行われている。

日本の特性：台風やうねりなどに対応した運転保守技術の開発が必要である。また世界的な潮流であるデ
ジタル技術の導入を進める必要がある。

日本の強み：陸上風力においてスマートメンテナンス技術が開発されており、洋上風力への活用が期待で
きる。特に落雷対策技術に関しての開発が継続的に行われている。また、デジタル技術やデータプラット
フォームなどの他産業で開発されている技術の導入も期待できる。

(3) NEDO成果報告書に関する文献調査 （文献No.17～19）

4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査
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国の指針・ガイドブック等については、過去に実施された着床式、浮体式の実証研究事業の経験を踏まえ、
運転・保守として実施すべき項目が洗い出されており、関連する法令の解説がなされていた。一方で、運
転・保守に関する個々の技術について言及されているものはなかった。

至近の論文については、主に、風車機器の異常検知技術、風車設備の損傷点検技術、落雷検出技術を扱っ
たものが多かった。異常検知技術についてはAIによる高度な学習を取り入れた検知技術を扱ったもの、損
傷点検技術についてはドローンを使った撮影技術や撮影した画像の判定にAI技術を活用したものなどが見
られた。

落雷検出技術については、従来の大口径ロゴスキーコイルを利用したものとは別に、音響を使ったものや
監視カメラを使ったものなど新しい取り組みが発表されていた

主に陸上風力を対象とした運転・保守に関するNEDOの成果報告書には、風車の各部位の損傷や、機器の

異常の実績について詳細に調査されており、運転・保守の低コスト化に資する要素技術を網羅的に調査さ
れており、洋上風力を対象とした場合にも参考になると考えられる。

4.5 遠隔監視によるO&M 省力化の調査

（まとめ）
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5．おわりに

（a） ２．これまでの建設事例と課題
風車の設計に伴う気象・海象調査では、観測塔などの現状の手法では費用は大きく、デュアルスキャニン
グライダーによる風況の観測やレーダー式波高計の活用によるコスト削減が期待されている。

環境アセスメントについては実施例が示されており、洋上風力の導入の促進にはアセスメント期間の短縮
や、促進区域区域でのアセスメント制度（国と事業者のかかわり）などの制度の整備が重要と考えられる。
政府の目標である2040年までに30~45GWの洋上風力発電の導入を達成するにはサプライチェーン形成、港
湾インフラの整備、地域間送電網の整備、EEZへの拡大、海域先行利用者との協調、浮体式の導入など多

方面に関わる課題が存在する。洋上風力発電事業を加速化させるためには、国内における現状と課題を整
理し、官民学一体となった協力が不可欠である。

（b） ３．国内の洋上風力建設にかかわる現状 -建設技術を中心として-
日本特有の設計手法としては地震や台風があり、波浪荷重、津波荷重、地盤の液状化・沈下や地震時の荷
重評価、などの関連する基本的な文献について調査・収集を行った。
SEP船は風車施工で1,600トン級、基礎施工には2,500トン級と想定され、国内では１社に限られている。外
国船の調達も欧州での案件が優先される傾向にあり選定の自由度が極端に低い。
外国船の調達には、カボタージュ規制に関連し、60日に1回の海外寄港が必要である。外国船籍を日本船
籍に変更するには、SEP船等の特殊船で1年以上かかる、などの課題もある。

基地港に求められるのは基礎部材や風車部材の移動運搬に耐えられるヤードの地耐力と、組立ヤードや岸
壁前面で係留するSEP船のレグ支圧荷重に対して岸壁が安定していることであるが、岸壁の整備はウィン
ドファーム案件に較べて遅延している。

各章の調査内容の要約
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5．おわりに

（b） ３．国内の洋上風力建設にかかわる現状 -建設技術を中心として- （続き）
海底ケーブルおよび係留索の施工方法について、TLP（Tension Leg Platform）やトート係留を進めることで、
1基あたりのフットプリントが小さくなり、①限られた占用面積でのウィンドファーム基数の増加が可能、
②将来的な漁業共存への貢献、などの利点がある。

コンクリート製浮体式基礎については、供用期間中は可能な限り「メンテナンスフリー」となるように、
水結合材比、単位セメント量、最小かぶりの確保に留意する。

コンクリート製浮体式基礎については、国土交通省において設計手法が整理されているが、船級取得のた
めの設計基準として位置付けられているものではなく、船級取得のための設計基準を国内外の関連基準を
基に体系的に整備することが必要である。

コンクリート浮体式基礎は鋼製浮体基礎と比較すると「浮体寸法」「浮体重量」が大きくなる傾向にあり
浮体基礎の製造に用いる際の課題として、①基地港湾内の地耐力や製作ヤードの確保、②完成した浮体式
基礎の保管水域の確保、などが挙げられている。

浮体式洋上風力発電に関しては、世界的に基礎の型式・製造方法、輸送・設置の方法がまだ確立しておら
ず、①連続製造に適した浮体の設計、②浮体製造のパネル化やブロック化、分割施工、③ドックに依存し
ない浮体の大量製造、など新しい技術の確立が求められている。
風車の大型化あるいはウィンドファームの大規模化にともない、出力15～18MW の風車機種を採用する場
合、SEP船やクローラクレーンなどの作業船舶機械には、吊り能力や揚程といったクレーン作業に関する

制限があるため、揚重作業が可能な部材諸元（特に重量）には限界がある。既存の作業船舶機械によって、
大型風車の施工が可能となるように、部材の分割施工などの工夫が期待される。

着床式の基礎構造ではモノパイル式が採用されることが多いが、一般的にはモノパイルと風車との間にト
ランジッションピース（TP）と呼ばれる部材が設置される。最近は、この部材を無くしてTPレスモノパイ
ルを採用して、施工の合理化を図る工法も提案されている。

将来導入が見込まれる浮体式では、浮体形式、係留システム、アンカーなどの最適化、など早期の技術確
立が期待される。

各章の調査内容の要約
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５．おわりに

（c） ４．国内での設置計画、運用にかかわる現状と課題
日本版セントラル方式の制度設計に関しては、これまでの議論結果が「洋上風力発電に係るセントラル方
式の運用方針［骨子］（案）」として取り纏められているが、項目によっては国の役割や関与（またはそ
の必要性）が不明確であるなどの課題が残っている。

国外のデータベースに関しては、風車クラス別の設備利用率や着氷を考慮した月別の発電ロス率など、特
徴的な情報が提供されており、こうした事例は今後の国内のDB構築への参考になる可能性がある。

コーン試験併用による認証に関しては、今後、多様な地質・地盤条件下の調査、設計が増えることが想定
されるため、調査・試験で得られた多様な地盤特性を設計に反映させるための知見を蓄積し、学会レベル
での基準策定やガイドライン等を整理していく事は意義があると考えられる。

設計基準に関しては，例えば、基礎設計では海外基準をベースに国内基準を適宜取り入れているような形
で審査が進められているなどの実態から、事業者の負担を軽減する意味でも、審査基準の明確化が特に重
要であると考えられる。
主に陸上風力を対象とした運転・保守に関するNEDOの成果報告書には、風車の各部位の損傷や、機器の

異常の実績など、運転・保守の低コスト化に資する要素技術が網羅的に調査されており、洋上風力でも参
考になると考えられる。

以上

各章の調査内容の要約
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